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する。）および同法施行規則 11 条において法定されている。 
小振法 11 条では特定連鎖化事業2に関して規定されており、フランチャイズはこれに該











供されなければならない。さらに小振法施行規則 11 条は、直近の 3 事業年度における加盟
者の店舗の数の推移に関する事項、加盟者から定期的に徴収する金銭に関する事項につい
ても提供を求めている4。ザーが小振法 11 条に違反した場合には、同法 12 条において 11 条






3 とはいえ、同法 4 条 5 項によれば、この特定連鎖化事業に該当するには、「継続的に、商品を販売し、
又は販売をあつせん」することが条件とされているため、ホテル、レンタル事業等のサービスの提供に関
するフランチャイズには同法の規定は及ばない（佐藤英一「中小小売店の近代化をめざして―中小小売商
業振興法のねらい―」時の法令 852 号 8 頁）。 













































振興法及び『契約締結上の過失』を中心として」判タ 851 号 43 頁）。 
6 大阪地判平 8・2・19 判タ 915 号 131 頁[ローソン大阪事件]。小振法は行政上の取締法規としての性質
を有するに過ぎないから、ザーが小振法に違反したか否かを形式的に判断することにより私法上の違法性
の有無を判断すべきではないとする。 
7 佐藤英一「中小小売商業振興法とフランチャイズ・システム」NBL54 号 7 頁。 
8 京都地判平 3・10・1 判時 1413 号 102 頁。 





















                                                     
判平 7・8・25 判タ 902 号 123 頁[とうりゃんせ事件]、名古屋地判平 10・3・18 判タ 976 号 182 頁[飯蔵
事件]、東京高判平 11・10・28 判タ 1023 号 203 頁[マーティナイジング事件控訴審]、金沢地判平 14・





と利益の予測―特に保護義務と積極的開示義務について―」白鴎法学第 13 号 73 頁（1999 年）、三島徹也
「フランチャイズ契約の締結過程における情報提供義務」法律時報 72 巻 4 号 70 頁、近藤充代「コンビ
ニ・FC 契約をめぐる判例の新たな動向」飯島紀明・島田和夫・広渡清吾編『清水誠先生古稀記念論集 市
民法学の課題と展望』（日本評論社、2000 年）537 頁、有馬奈菜「フランチャイズ契約締結過程における
情報提供義務―経験・情報量格差の考慮―（上）」一橋法学第 2 巻第 2 号 683 頁（2003 年）、木村義和
「フランチャイズシステムとフランチャイズ契約締結準備段階における売上予測（2・完）」法学研究（大
阪学院大学）第 30 巻第 1・2 号 55 頁（2004 年）、高田淳「判批」法学新報（中央大学）第 111 巻第 1・2
号 469 頁（2004 年）、半田吉信「フランチャイザーの情報提供義務」千葉大学法学論集第 20 巻第 2 号 1
頁（2005 年）、松原正至「フランチャイズ契約における売上げ・収益予測の情報提供に関する小論」広島
法学第 37 巻第 1 号 215 頁（2013 年）等がある。 
12 たとえば、判例では、千葉地判平 6・12・12 判タ 877 号 229 頁[ほっかほっか亭千葉事件]、東京地判
平 14・1・25 判タ 1138 号 141 頁[J スポット事件]、東京地判平 24・1・25（LEX/DB 文献番号
25491187）。学説では、近藤・前掲註（11）545 頁、木村・前掲註（11）67 頁。 
13 たとえば、判例では、福岡高判平 13・4・10 判時 1773 号 52 頁[神戸サンド屋事件控訴審]、金沢地判
平 14・5・7（LEX/DB 文献番号 28072518）[デイリーヤマザキ事件Ⅱ]。学説では、小塚・前掲註（11）
145-149 頁、高田・前掲註（11）478-479 頁等がある。 
14 大阪地判平 2・11・28 判時 1389 号 105 頁[大蔵フーズ事件]。事案の解決としては、赤字店舗の存在と
いった「リスクの存在を積極的に説明しなかったことが、著しく不当であるということはいえない」とし
て、ザーの不法行為責任を否定した。 
15 東京地判平 5・5・31 判時 1484 号 82 頁[サンクス事件]。事案の解決としては、これら情報は「契約締
結を慎重ならしめる効果があるかもしれないが、それ以上のものではない」とし、ザーの情報提供義務違
反を否定した。本判決以外では、横浜地判平 27・1・13 判時 2267 号７１頁がある。本判決では閉鎖店舗
の情報を提供しなかったことにつきザーの情報提供義務違反が認められた。 























3 割から 5 割、多いときには 8 割といった大幅な過失相殺がなされる21。この過失相殺をす
るにあたってはジーの事業経験が考慮されている22。すなわち、ザーの情報提供義務違反を
認定した後、損害の公平な分担という観点から、たとえばジーの就業経験や簿記資格の所持
                                                     
17 川越・前掲註（11）『フランチャイズ契約の法理論』269 頁。 




有効に成立しているとしたものとして、たとえば名古屋地判平 10・3・18 判タ 976 号 182 頁[飯蔵事
件]）。詳しくは、加藤新太郎編『判例 Check 契約締結上の過失 改訂版』（新日本法規、2012 年）421 頁
以下[本田晃]を参照のこと。 
20 平成 20 年以降のものでは、たとえば、大津地判平 21・2・5 判時 2071 号 76 頁[シャトレーゼ事件]、
仙台地判平 21・11・26 判タ 1339 号 113 頁[コンビニ・リロケイト事件]、大阪地判平 22・5・12 判時
2090 号 50 頁がある。 
21 詳しくは、神田孝『フランチャイズ契約の実務と書式』（三協法規出版、2011 年）372 頁以下。 


















                                                     
23 千葉地判平 13・7・5 判時 1778 号 98 頁[ローソン千葉事件]。 
24 名古屋地判平 10・3・18 判タ 976 号 182 頁[飯蔵事件]。 
25 たとえば、千葉地判平 6・12・12 判タ 877 号 229 頁[ほっかほっか亭千葉事件]、東京高判平 11・10・
28 判タ 1023 号 203 頁[マーティナイジングドライクリーニング事件]、さいたま地判平 18・12・8 判時
1987 号 69 頁[アイ代行サポート 21 事件]。 
26 三島・前掲註（11）72 頁。 
27 フランチャイズ契約締結過程におけるザーの保護義務をはじめて容認した「イタリアントマト事件」







義務について―」73 頁、渡辺博之「『フランチャイズ』契約交渉と cic 責任（二）」高千穂論叢（高千穂大
学）第 39 巻第 3 号 1 頁（2005 年）。なお、小堺堅吾『フランチャイズ契約法入門』（文化社、1976 年）
93 頁以下では、ザーの保護義務の存在をはじめて認めた後述の「イタリアントマト事件」よりもかなり
早い時期からザーが誤った情報を提供した場合に契約締結上の過失による処理を提唱している。 
28 ザーの情報提供義務違反を不法行為で処理したものとして、たとえば「サークル K 加賀黒瀬店事件」
（名古屋高判平 14・4・18 判タ 1178 号 176 頁）がある。本件では、ザーが事前に予測した日商売上予測
数値をジーに開示しなかったことは社会通念上違法であり、ジーはこの点について不法行為責任を負うと
判示されており、情報の非開示による不法行為責任の可能性が示された。本判決以外では、たとえば、浦







                                                     
件]、東京地判平 11・10・27 判時 1711 号 105 頁[クィニーシステム事件]がある。 
 なお、情報提供義務と不法行為責任との関係について、近時、出資契約における説明義務違反につい
て、「当該契約を締結するか否かに関する判断に影響を及ぼすべき情報を相手方に提供しなかった場合」
には不法行為を構成すると判示した最高裁判決が登場した（最判平 23・4・22 民集 65 巻 3 号 1405 頁。
本判決に対しては数多くの評釈等が存在する。一部を挙げると、小笠原奈菜・現代消費者法 15 巻 82 頁、
久須本かおり・愛知大学法経論集 190 号 89 頁、古積健三郎・法教 400 号 143 頁、佐久間毅・金法 1928
号 40 頁、潮見佳男・金法 1953 号 75 頁、鈴木尊明・Law&Practice6 号 169 頁、平野裕之・NBL955 号
15 頁、藤田寿夫・法時 84 巻 8 号 94 頁等がある）。この判決の登場により、ジーの契約締結の意思決定に
影響を与える情報についてのザーの情報提供義務違反は不法行為とされると考えられるとの指摘がある
（加藤・前掲註（19）427 頁[本田晃]。） 
29 たとえば、裁判例では、「シャトレーゼ事件」（大津地判平 21・2・5 判時 2071 号 76 頁）が契約締結
時にジーがザーから提供された売上予測に関する情報について情報提供義務違反があったとして、債務不
履行に基づくジーの損害賠償請求を容認したが、ザーの同義務違反を債務不履行で処理する事例は少ない
といえる（本判決以外では、東京高判平 22・8・25 判時 2101 号 131 頁）。 
 対して、学説ではザーの情報提供義務違反を債務不履行責任として構成する見解が多いといえる（たと
えば、宮下修一『消費者保護と私法理論』（信山社、2006 年）447 頁以下（特に 474 頁以下）、浅木慎一
「フランチャイズ契約―基本契約の締結前および契約規範の拡張論とその商法的運用―」浜田道代ほか編
『現代企業取引法』（税務経理協会、1998 年）130 頁、大山盛義「フランチャイズ契約締結過程における







堂、2004 年）267 頁においても円谷教授は見解を維持されている。）。 
30 錯誤無効・詐欺取消しの双方が主張され、双方ともに否定されたものとして、たとえば、京都地判平
5・3・30 判タ 827 号 233 頁[教導塾京都事件]、水戸地判平 7・2・21 判タ 876 号 217 頁[教導塾水戸事
件]（ただし、ザーの勧誘行為は不法行為を構成するとした。）、東京地判平 5・11・29 判タ 874 号 212 頁
[クレーハウス・ユニ事件]（ただし、ザーの保護義務違反による損害賠償請求は容認。）、名古屋地判平
13・5・18 判時 1774 号 108 頁[サークル K 事件]（ただし、ザーの情報提供義務違反に基づく損害賠償請
求は容認。控訴審（名古屋高判平 14・4・18 判タ 1178 号 176 頁）も原審を支持。）、千葉地判平 13・7・
5 判時 1778 号 98 頁[ローソン千葉事件]（ただし、ザーはできるだけ正確な知識や情報を提供すべき信義
則上の義務に違反していたとしてジーの損害賠償請求を容認。）、名古屋地判平 13・9・11 LEX/DB 文献
番号 28071164（ただし、ザーの情報提供義務違反に基づく損害賠償請求は容認。）、名古屋高判平 14・
5・23 判タ 1121 号 170 頁、千葉地判平 19・8・30 判タ 1283 号 141 頁[オクトパス事件]（ただし、ザー

















                                                     
だし、ザーの信義則上の義務違反による損害賠償請求を容認）がある。 
錯誤無効、詐欺取消しのいずれかが主張されたものの否定されたものとして、たとえば、大阪地判昭
61・9・29 判タ 622 号 116 頁[ドクターリフォーム事件]（詐欺否定）、浦和地判平 5・11・30 判タ 873 号
183 頁[天商事件]（詐欺否定）、東京地判平 14・1・24 LEX/DB 文献番号 28140008（詐欺否定）、名古屋
地判平 14・3・1 LEX/DB 文献番号 28070948（詐欺否定）、金沢地判平 15・4・28 判時 1931 号 58 頁
（錯誤否定。ただし、情報提供義務違反による損害賠償請求は認容）、那覇地判平 17・3・24 判タ 1195
号 143 頁[ホットスパー事件]（錯誤否定）、東京地判平 25・2・18 LEX/DB 文献番号 25511124 がある。 
31 たとえば、千葉地判平 13・7・5 判時 1778 号 98 頁[ローソン千葉事件]。 
32 たとえば、水戸地判平 7・2・21 判タ 876 号 217 頁[教導塾水戸事件]では、ザーは「加盟塾を事前の説
明どおりに運営していくだけの意思も能力もないのに、その能力があるかのように偽って加盟希望者を錯
誤に陥れ、塾加盟契約を締結させた」違法な勧誘行為をしたとして詐欺による不法行為を構成するとし
た。この教導塾による事件では、上記の水戸事件や京都事件以外にも、福岡地判平 6・2・18 判時 1525
号 128 頁[教導塾福岡事件]でも、契約締結時にザーに詐欺的行為があったとされている。教導塾事件以外
では、フランチャイズの形式で「ピロビタン」という乳酸菌飲料の販売を目的とする契約の締結段階での




























第 1 部で詳細は述べるが、フランスでは、ザーが提供すべき情報は 1989 年 12 月 31 日の
法律36（通称「ドゥバン法」。現商法典 L.330-3 条がこれにあたる。以下「L.330-3 条」とす
る。以下では参照した文献等に応じて「ドゥバン法」と表記することがあるが、L.330-3 条
と同じものを指すことを断っておく。）および同法を承けてザーが提供すべき具体的な情報
を列挙する 1991 年 4 月 4 日のデクレ37（現商法典 R.330-1 条。以下では「R.330-1 条」と
する。）が規定している。なお、詳細は第 2 部第 2 章第 2 節において述べるが、これらにお
                                                     
35 これはいわゆる「評価矛盾」の問題である。取引的不法行為構成に対する法律行為法との評価矛盾に
関する点については、たとえば、松岡久和「原状回復法と損害賠償法」ジュリ 1085 号 87 頁、道垣内弘
人「取引的不法行為-評価矛盾との批判のある一つの局面に限定して」ジュリ 1094 号 137 頁等において詳
細な議論がなされている。また、山本敬三『契約法の現代化Ⅰ‐契約規範の現代化』（商事法務、2016
年）70 頁以下の叙述も参照。 
36 Loi no 89-1008 du 31 décembre 1989 relative au développement des entreprises commerciales et 
artisanales et à l'amélioration de leur environnement économique, juridique et social, J.O. 2 janv. 1990, p.9.
「ドゥバン法」というのは同法制定当時の商務大臣のフランソワ・ドゥバン（François Doubin）氏の名
前にちなんだ通称で、正式名称は、「商業者および手工業者の発展ならびにそれらの経済的・法的および
社会的環境の改善に関する 1989 年 12 月 31 日の法律第 1008 号」という。その後、同法は商法典の立法
化に関する 2000 年 9 月 18 日のオルドナンス第 912 号（J.O. 21 sept. 2000, p.14783）によって商法典に
編入され、現在に至っている。 
37 Décret no 91-337 du 4 avril 1991 concernant l’application de l’article 1er de la loi no 89-1008 du 31 
décembre 1989 relative au développement des entreprises commerciales et artisanales et à l'amélioration de 




















くわえて、フランスでは L.330-3 条 1 項において、ジーが「契約内容をよく知った上で










                                                     
38 以下、フランスにおける議論の文脈で出てくる、「売上予測に関する情報」とは、compte 
d’exploitation prévisionnel, prévision chiffrée des résultats, prévisionnel, bilan prévisionnel, rentabilité 
économique 等の用語の総称として用いることを断っておく。 
39 フランス民法典 1109 条は合意の瑕疵として、錯誤、強迫、詐欺を挙げる。また、1118 条において特
定の契約または特定の人について、レジオン（lésion）も合意の瑕疵となり得ることを定めている。詳し
くは、山口俊夫『フランス債権法』（東京大学出版会、1986 年）27 頁以下。 
 フランスの情報提供義務と合意の瑕疵との関係性について論じる邦語文献は多いが、たとえば、後藤巻






















                                                     
約形成論の研究』（有斐閣、2014 年）、同「沈黙による詐欺と情報提供義務‐フランス法の展開を題材に
して‐（1）（2・完）」早稲田法学 91 巻 4 号 33 頁、92 巻 1 号 119 頁（2016 年）、柳本祐加子「フランス
における情報提供義務に関する議論について」早稲田大学法研論集第 49 号 161 頁（1989 年）、森田宏樹
「『合意の瑕疵』の構造とその拡張理論（1）（2）（3・完）」NBL482 号 22 頁、483 号 56 頁、484 号 56 頁
（1991 年）、横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ 1094 号 128 頁（1994 年）、馬場圭
太「フランスにおける情報提供義務理論の生成と展開（1）（2・完）」早稲田法学 73 巻 2 号（1997 年）、
74 巻 1 号（1998 年）、山下純司「情報の収集と錯誤の利用‐契約締結過程における法律行為法の存在意
義‐（1）（2）」法学協会雑誌 119 巻 5 号 779 頁（2002 年）、123 巻 1 号 1 頁（2006 年）等がある。 
40 以上の点を指摘するものとして、金井・前掲註（11）33 頁。 
41 川越憲治『最新 販売店契約ガイドブック』（ビジネス社、1990 年）42 頁。 
42 川越憲治『〔新版〕フランチャイズ・システムの判例分析』（商事法務、2000 年）43 頁。 
43 ただし、本論文では詳しく触れないが、フランス法においては合意の瑕疵による無効が主ではあるも
のの、日本法と同じくザーの情報提供義務違反があった場合には民法典 1382 条の不法行為責任に基づく
損害賠償（dommages-intérêts）で処理されることもある（C. Grimald i et al., Droit de la franchise, Litec, 


















的と考えた。また、とりわけ、近時、破毀院商事部 2011 年 10 月 4 日判決45（以下、「2011
年判決」とする。）において、ザーが誤った売上予測に関する情報を提供した場合には収益







 まず第 1 部において、本論文における検討対象であるフランチャイズ契約締結における
情報提供義務に関連する範囲でフランスにおけるフランチャイズ契約について概観する46。
                                                     
て、平野裕之「フランスにおける『契約締結上の過失』理論素描―わが国の議論へのプロローグ―」法律
論叢（明治大学）61 巻 4・5 号合併号 663 頁（1989 年）がある。また、武川幸嗣「『契約締結上の過失』
責任における『合意』と『損害』の意義」滝沢昌彦ほか編『民事責任の法理 円谷峻先生古稀祝賀論文
集』（成文堂、2015 年）99 頁以下をも参照。 
44 三島・前掲註（11）72 頁。 
45 Cass. com., 4 oct. 2011, Juris-Data no 021604. 
46 フランスのフランチャイズ契約における情報提供義務について論じた先行研究として、力丸祥子「フ
ランチャイズ契約締結以前におけるザーの情報提供義務―フランスの対応を手がかりに―」法学新報（中
央大学）102 巻 9 号 1 頁（1996 年）がある。力丸准教授は同論文以外でも、同「フランスにおける『共
同の利益を有する委任契約の理論』とその展開（二・完）」同第 101 巻第 8 号 107 頁（1995 年）とりわ
け 153 頁以降において、「共同の利益を有する委任契約」という観点からフランチャイズ契約を取り上げ
て検討を加えている。同論文以降、フランスのフランチャイズ契約に言及した邦語論文としては、小塚荘
一郎「フランチャイズ契約論（4）」法学協会雑誌第 114 巻第 9 号 1014-1024 頁（1997 年）、小塚・前
掲註（11）とりわけ 80‐81 頁、小林和子「契約法における理由開示義務（1）（2）」一橋法学第 4 巻第





して、L.330-3 条の適用条件等、同条にまつわる基本的議論を紹介すると同時に、第 2 部以
降のザーの情報提供義務に関する議論の概略も併せて示すことで、この第 1 部を第 2 部以
降のザーの同義務に関する議論の緒論部分と位置付けている。 









基づき契約を無効にした 2011 年判決にまつわる議論を整理しておく。第 3 部の考察を通じ
て、ザーの情報提供義務違反があった場合における合意の瑕疵（とりわけ詐欺）の活用可能
性につき検討を行う。 
 続く第 4 部では、2011 年判決を素材にして、フランチャイズ契約における収益に関する














                                                     
2011 年）がある。L.330-3 条が制定される以前のフランスのフランチャイズ法制を紹介したものとして、
オリビエ・ガスト（川越憲治訳）「フランスのフランチャイズ法制」NBL302 号 25 頁がある。 
47 2016 年 2 月 10 日の債務法改正に関するオルドナンスが出されるまでの経緯については、中田裕康
「2016 年フランス民法（債権法）改正」日仏法学第 29 号 97 頁（2017 年）が詳しい。 
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予測に関する情報は L.330-3 条において提供すべき情報とされているのであろうか。 
 そこで、ここでは、本研究の検討課題であるザーの契約締結過程における情報提供義務の
考察の前提作業として、かかる検討課題に関係する範囲でフランスにおけるフランチャイ












国における発展過程‐』（まほろば書房、2002 年）26 頁以下を参照。 
49 もっとも、現在においても、フランチャイズ契約全般を規律する立法は存在していない（F.-L. Simon, 
Théorie et Pratique du droit de la Franchise, Jory éditions, 2009, no 12, p.8.）。よって、フランチャイズは
商法典をはじめ、民法典、刑法典等、様々な法令によって規律されているにとどまる。 











ャイズが導入された 1970 年代以降のことである53。その翌年にあたる 1971 年にフランス・
フランチャイズ協会（Fédération Française de la Franchise：略称 FFF）が設立される。同協







                                                     
解放し、彼らに特権や自由の付与を行うという意味があったとされる（Ph. Bessis, LE CONTRAT DE 
FRANCHISAGE, L.G.D.J, 1990, no 4, p.9.）。そして、そうした意味におけるフランチャイズはすでに




fff.com/franchise/histoire-et-evolution〕（2017 年 11 月 24 日最終閲覧））。 
51 1928 年頃、靴下をはじめとした衣料品の製造・販売を行う Pingouin Stemm 社が登場する。1930 年頃
にはハンドクリーム等の美容品の製造・販売を行う Coryse Salomé 社が事業を開始する。1950 年にはソ
ファーやテーブルなどの家具の製造・販売業者である Roche-bobois 社、ウエディングドレスをはじめと
した婚礼品を製造・販売する Pronuptia 社が 1958 年に開業する（Ph. Bessis, supra note 50, no 5, p.9.）。 
52 フランスにおいて本格的に現在のようにフランチャイズが展開されるようになるのは、今から 40 年ほ
ど前に実業家によってアメリカからフランチャイズが導入されたことに始まり、これがフランチャイズの
誕生とされる（Ph. le Tourneau, LES CONTRATS DE FRANCHISAGE, Litec, 2e édition, 2007, no 1 
p.1.）。 
53 Ph. Bessis, supra note 50, no 6, p.10. 
54 FFF が作成したこの倫理綱領は、ヨーロッパ・フランチャイズ連盟（European Franchise Federation:
略称 EFF、1972 年設立）作成の「ヨーロッパ・フランチャイズ倫理綱領」に影響を与えたとされる
（Ibid.）。なお、FFF は現在、EFF の倫理綱領を使用している。 
55 O. Bueno Díaz, Franchising in European Contract Law, european law publishers, 2008, p.35. 
56 O. Gast, Le droit de la franchise aujourd’hui, Cah. dr. entr. 1981-4, p.24. 
20 
 
57、その兆しは 1970 年代にすでにみられていた。実際に、FFF による統計によると、1971
年には 34 社に過ぎなかったザーの数が、6 年後の 1977 年には 108 社に増加している58。以














さらに、たとえば自動車の特約店契約の事例であるが、破毀院商事部 1986 年 2 月 25 日




                                                     
57 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, FRANCHISAGE.-Variétés du franchisage.-indépendance et domination 
dans le franchisage.-Droit de la concurrence et franchisage, JCI, Fasc.1045, 2016, no 20. 
58 FFF が 2012 年に発表した資料「La franchise en chiffres」を参照。 
59 M. Kahn, supra note 50, p.6. 
60 Ph. Bessis, supra note 50, no 6, p.11. 
61 Franchise: le silence de la loi, L’USINE NOUVELLE , 21 Sep. 1989, no 2235. 
62 O. Bueno Díaz, supra note 55, p.33. 
63 L’USINE NOUVELLE ,supra note 61, no 2235. この記事によると、FFF は、こうした法の不備の状況
下で検討されていたドゥバン法の制定への支持を表明していたという。 
64 F.-L. Simon, supra note 49, no 127, p.76. 
65 S. Lebreton, L’exclusivité contractuelle et les comportements opportunistes, Litec, 2002, no 122, p.177. 
66 Cass.com. 25 fév. 1986, Bull.Civ. Ⅳ, no 33. p.28. 
67 Cass.com.10 fév. 1987, Bull.Civ.Ⅳ,no 41. p.31. 
68 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, Traité des contrats Les contrats de la distribution, L.G.D.J, 1999, 
no 30, p.16. 
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うした状況も法整備に影響を与えたという69。そこで制定されたのが、1989 年 12 月 31 日
の法律第 1008 号、通称「ドゥバン法」（現商法典 L.330-3 条）である70。 











ザーの破産が相次いだ74。その結果、1989 年に 675 社を数えたザーの数は 1992 年に 430 社
に減り、翌年の 1993 年には 400 社にまで減少している75。 
しかし、ザーの数の減少は 1993 年までで止まり、1994 年以降は再び増加に転じる。ザー
の数は 1994 年にはすでに前年よりも 50 社増加し、その後一度も減少することなく増加し
続け、2000 年には 571 社になる。1994 年から 2000 年までは比較的緩やかな増加傾向であ
ったが、2001 年からザーの数は著しく増加し、2012 年には 1658 社に達し76、2016 年現在
では 1900 社に達している77。フランチャイズはフランスにおいて欠くことのできないビジ
ネスモデルとなり、2016 年現在では 55 億ユーロの売上を記録するに至っている78。 
                                                     
69 S. Lebreton, supra note 65, no 122, p.177. 
70 V. D. Baschet, La Franchise Guide juridique Conseils pratiques, Gualino éditeur, 2005, no 564, p.248.  
71 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 14, p.7. 




supra note 50, p.115.）。 
74 Ibid.,p.6. 
75 FFF, La franchise en chiffres 
76 M. Kahn, supra note 50, p.8. 
77 フランス・フランチャイズ協会（FFF）のホームページ参照〔http://www.franchise-
fff.com/franchise/les-chiffres-cles 〕（2017 年 11 月 24 日最終閲覧）。 
78 フランス・フランチャイズ協会（FFF）のホームページ参照〔http://www.franchise-
fff.com/franchise/les-chiffres-cles 〕（2017 年 11 月 24 日最終閲覧）。 
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現在のフランスにおけるフランチャイズによる事業形態に関しては、FFF と Banque 
Populaire グループが企画し、FFF より 2010 年 7 月 6 日から 13 日にかけて実施されたフ
ランチャイズに関する年次アンケート調査結果に詳細に記されている。具体例を挙げると、
2009 年現在で、フランチャイズ・チェーンの事業の内訳は、全体の 50.3％がサービス（た
とえば高齢者の介護の提供（service à la personne）、清掃業務の提供（service à l’entreprise）、
ホテルやレストラン経営等）に関するフランチャイズであり 48.7％が商品の販売（食料品
の販売、服飾品（équipement de la personne）の販売、家具製品の販売等）に関するフラン
チャイズであるという79。ジーの前職に関する調査では、不景気の影響からか、勤めていた
職場を辞めてジーに転職（reconversion）をした者の割合は高止まりしている。前職が自営


















第2章 商法典 L.330-3 条に関する議論 
第1節 はじめに 
第 1 章において概観したように、フランチャイズが急速に発展した 1980 年代には、非良
                                                     
79 FFF が 2012 年に発表した資料 Enquête annuelle sur la franchise 2010, p.7. 
80 Enquête annuelle sur la franchise 2010, p.13 によれば、これらの転職者のうち、従業員数が 500 人以下
の会社から転職してジーになった者の割合が 74％と非常に高い結果が出ている。 
81 わが国におけるフランチャイズ黎明期における被害については、小柳泰次「フランチャイズ・システ








1 条（旧 1991 年 4 月 4 日のデクレ）の条文およびこれら条文に関する議論（L.330-3 条の
適用条件、同条違反の民事上の効果等）を概観する。 
 まず、以下において L.330-3 条の条文を紹介する。 
 
商法典 L.330-3 条 




















第 4 項  
第 1 項および第 3 項において規定された文書並びに契約書（le projet de contrat）は、契
約への署名（signature）より最低 20 日前、もしくは、特別の場合には、第 3 項において規
定した金額の支払いの前に提示されなければならない。 
 





























                                                     
82 P. Jourdain, Le devoir de《se》renseigner (Contribution à l’étude de l’obligation de renseignement), D. 
1983, chron., p.144. 
83 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 33, p.19. 
84 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 298, p.134 ; C. Grimaldi et al., supra note 43, no 110, p.97． 
85 D. Ferrier,L’information du candidat a la franchise La loi<<Doubin>>:bilan et perspectives , in N. 
Dissaux et R. Loir, La protection du franchisé au début du XXIe siècle, L'harmattan, 2009, p.80. 
86 L. Vogel et J. Vogel, Loi Doubin: des certitudes et doutes Premier bilan sur l’information 
précontractuelle après cinq ans d’application de la loi (1990-1995), Dalloz Affaires, 1995, no 1, p.5. 
87 G. Virassamy, La moralisation des contrats de distribution par la loi Doubin du 31 décembre 




第3款 FTC 規則の影響 
ドゥバン法は、アメリカの連邦取引委員会の規則である「フランチャイズ等に関する開示












する 1991 年 4 月 4 日のデクレ（R.330-1 条および R.330-2 条）である。このデクレの制定
により、ドゥバン法が法定した情報提供義務の内容が明らかになった90。そこで、次に L.330-
3 条を受けて制定された R.330-1 条ならびに同条違反の刑事上の制裁に関して規定する
R.330-2 条の条文を紹介する。 
 
商法典 R.330-1 条 








2 号：R.123-237 条 1 号・2 号もしくは手工業者名簿の登録番号、商標の登録もしくは提出
                                                     
88 Ibid., p.416 ; J.-P. Clement, LA NOUVELLE DONNE JURIDIQUE DE LA FRANCHISE, Gaz. Pal. 
1991, 1, doctr. p.287. 
89 一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会編『改訂版 フランチャイズハンドブック』（商業界、
2017 年）221 頁。 





ってライセンスが合意された期間の情報とともに、全国商標原簿（registre national des 
marques）に対応する登録の日付および番号。 
 
3 号：当該企業の、1 もしくは 2 以上の手形・小切手支払い銀行の指定（domiciliation bancaires）








的および地域的現況（l’état general et local du marché）に加えて、当該市場の発展可能性
（perspectives de développement de ce marché）についての説明によって完全なものにされ
なければならない。 
最近 2 年間の年次計算書類（document les comptes annuels）、もしくは規制市場（marché 
réglementé）において上場している企業の場合には、通貨・金融法典（code monétaire et 



























商法典 R.330-2 条 
第 1 項 
経営活動をするために独占的もしくは準独占的な義務を負担し、商号、商標もしくは標識
を使用する者に対し、L. 330-3 条において規定された情報を記載した文書および契約書を、
契約の締結の最低 20 日前に交付しなかったという行為（fait）は、刑法典 131-13 条 5 号に
より規定された第五級違警罪91に処せられる。 
 
第 2 項 
累犯（récidive）の場合には、累犯を犯した者には、刑法典 131-13 条 5 号により規定され
た第五級違警罪が適用されうる。 
 
 以上のように、L.330-3 条を承けて R.330-1 条は提供すべき情報を具体的に規定する。か
かる情報を記載した文書は、「契約締結前の情報についての文書」（document d’information 
précontractuelle）の頭文字をとり、取引実務においては一般的に「DIP」と呼ばれている92。
もっとも、L.330-3 条および R.330-1 条については、ジーがすでに事業経験を積んだ専門家
である場合には無益であり、逆に事業経験のない素人のジー候補者を実際に保護するには
不十分ないしは提供されるべき情報が難解に過ぎるとの批判がある93。 
                                                     
91 刑法典 131-13 条 5 号 
 「本条は、この法律が課す 3 000 ユーロを超えない罰金刑である犯罪の違警罪について規定する。 
 罰金額は下記のとおり。 
 1 号：第一級違警罪は 38 ユーロ以下の罰金に処する。 
 2 号：第二級違警罪は 150 ユーロ以下の罰金に処する。 
 3 号：第三級違警罪は 450 ユーロ以下の罰金に処する。 
 4 号：第四級違警罪は 750 ユーロ以下の罰金に処する。 
 5 号：第五級違警罪は 1500 ユーロ以下の罰金に処する。第五級違警罪は、累犯の場合この法律が累犯
について規定するときには、3000 ユーロの罰金まで引き上げることができる。ただし、違警罪の累犯が
不法行為を構成するとこの法律が規定している場合には、この限りではない。」 
92 M. Kahn, supra note 50, p.115. 

























有効と解する一方で、こうした条項では、ジーがドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデク
レによって法定された情報を提供されたということを証明するには不十分であるとしてい
る100。トゥールーズ控訴院は、契約書への署名（1996 年 6 月 27 日）に先立ち、ザーが同年
                                                     
94 M. Fabre-Magnan, De l’obligation d’information dans les contrats, L.G.D.J, 1992, no 398, p.320． 




96 Cass. civ, 20 sept. 2005, no 04-10548.ただし、本件はフランチャイズ契約に関する事案ではなく農業共
済組合（mutualité sociale agricole）に関する事案である。 
97 F.-L. Simon, supra note 49, no 157, p.105. 
98 Cass.com., 14 janv. 2003, no 01-10120. 
99 F.-L. Simon, supra note 49, no 157, p.105. 
100 CA Montpellier, 4 déc. 1997, Juris-Data no 056968. 
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第3節 L.330-3 条の適用条件・範囲103 
















次いで、どのような性質を備える契約に L.330-3 条が適用されるのか。これは L.330-3 条
                                                     
101 CA Toulouse, 13 sept. 2000, Juris-Data no 128143. 
102 たとえば、判例では、ザーによる詐欺的沈黙があったため、詐欺に関する民法典 1116 条の規定を根
拠にジーがフランチャイズ契約の無効を主張した事例において、情報提供義務を果たしたについてザーに
立証責任を負わせる反面、合意が詐欺によって無効とされることおよび詐欺的沈黙がなければ契約を締結
しなかったことについての立証責任は 1116 条を根拠にジーにあるとした（Cass, com., 16 mai 2000, 
pourvoi no 97-16386.）。 
103 なお、R.330-1 条は L.330-3 条を受けて、具体的に提供すべき情報を列挙した規定に過ぎないため、
L.330-3 条の適用条件を満たせば R.330-1 条も適用されることになる。 
104 J.-P. Clement, supra note 88, p.288. 
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る。」と定義する（Cass. com., 21 oct. 1970, JCP 1971, 16632, obs. P.Level.）。この定義はノウハウの伝達
やザーの支援を具体的に記述しておらず、またジーのロイヤルティの支払いについても言及していない。 
フランチャイズ契約の定義については、Ibid., no 11 et s., p.7 et s..において詳述されている。 
106 独占的もしくは準独占的な義務の存在とは、一般的にザー（供給者）の側から商品等の供給をジーが
独占的に受ける義務を負うものとも、また、ジーの経営活動の独占をも意味するものと解されている（C. 
Grimaldi et al., supra note 43, no 125, p.108-109.）。 
107 sous la direction de Louis Vogel, Droit GLOBAL Law La franchise au carrefour du droit de la 
concurrence et du droit des contrats États-Unis, Union européenne, France, Allemagne, Italie, LGDJ 
Diffuseur, 2011, no 89 et s., p.85 et s.. 独占的義務はフランチャイズ契約の必須の要素ではないが、ただ
し、かかる義務を課さないフランチャイズ契約は L.330-3 条の適用はないということである。V. aussi, D. 
Baschet, supra note 70, no 567 et s., p.251 et s.. 


























                                                     
note 50, p.125.）。したがって、フランチャイズ契約に L.330-3 条が適用されるために必要な要件として
は、同契約が商標の使用許諾を伴う契約であるか否かということになる。 
109 F.-L. Simon, supra note 43, no 6, p.5. 
110 なお、フランチャイズ契約は売買契約や賃貸借契約のように法典で定められていない契約であるた
め、無名契約（contrat innomé）である（E. Raynaud, Éléments d’analyse économique, in N. Dissaux et R. 
Loir, La protection du franchisé au début du XXIe siècle, L'harmattan, 2009, p.13.）。 
111 ヨーロッパフランチャイズ倫理綱領については FFF のホームページにて閲覧可能である
〔http://www.franchise-fff.com/franchise/le-cadre-reglementaire/le-code-de-deontologie-europeen〕 
（2017 年 11 月 24 日最終閲覧）。なお、本倫理綱領は FFF に加盟しているザーに対してのみ適用される
ものである。 
112 V. par ex. CA Lyon, 26 oct. 2006, Juris-Data no 320959. 




院 2004 年 5 月 25 日判決がある115。本判決はフランチャイズ契約を次のように定義する。
すなわち、「フランチャイズ契約とは継続的な履行を行う双務契約であり、同契約はザーと
呼ばれる企業がジーと呼ばれる一つないしはそれ以上の複数の企業に対して、ザーの名の
下で、集客ブランド（signe de ralliement clientèle）116および継続的な支援にくわえ、ザー
によって事前に実証され、またザーがもたらす競争上の優位性（avantage concurrentiel）の
ためにジーが事業上の利益を得ることのできる管理システムよって構成される契約である。















                                                     
114 V. N. Dissaux, L’essai en matière de franchise, RTD com. 2015, p. 403. 
115 CA Toulouse, 25 mai. 2004, Juris-Data no 247226. 
116 集客ブランドという邦語訳は、シリル・グリマルディ（斉藤哲志訳）「典型契約法の再法典化に挑む
―フランスの経験からの考察―」新世代法政策学研究（北海道大学）18 号 221 頁（2012 年）を参照し
た。 
117 Cass. com., 4 juin 2002, pourvoi no 99-19464. 本判決では、商号等の使用許諾、ザーによる経営支援お
よびノウハウの伝達をフランチャイズ契約を構成する要素として挙げる。 






（confidentialité）を負う。」と定義する（Ph. Malaurie et al., LES CONTRATS SPÉCIAUX, 2011, 





























されること、という 3 つの条件を並列的に挙げている見解がある126。 
                                                     
120 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 4, p.2. 
121 Ibid., no 6, p.3. 
122 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 47, p.30. 
123 F.-L. Simon, supra note 49, no 133, p.81. 
124 P. Lutz et M.-P. Wagner, Pourquoi la loi Doubinn’est pas applicable aux contrats de bière?, D. 2001, 
doctrine, p.1709. 
125 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 47, p.30. 




















要求していない。L.330-3 条の適用を受け得る契約である営業財産賃貸借契約（contrat de 
location-gérance）の事例であるが、破毀院商事部 1998 年 2 月 10 日判決は同条の適用につ







                                                     
127 J. Ghestin, Les diffuseurs de pressebénéficient-ils du régime du mandate d’intérêt commun? (à propos 
de l’arrêt de la Chambre commerciale de la Cour de cassation du 2 mars 1993), D. 1994, chron., p.73, no 3. 
128 共通の利益の存在を L.330-3 条の適用に際して要求しない見解としては、F.-L. Simon, supra note 49, 
no 129, p.78 ; J.-P. Clement, supra note 88, p.290 ; C. Grimaldi et al., supra note 43, no 126, p.110 ; E. 
Chevrier, Les cooperatives de commerçants détaillants relevant de la loi Doubin, D. 2002, act. p.2868.等が
ある。 
129 F.-L. Simon, supra note 49, no 129, p.78. 
130 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 123, p.107.  







ここまで L.330-3 条の適用に必要な要件に関する議論を概観してきた。 









（contrat de fourniture）138といった契約にも同条は適用される。 
 
第4節 売上予測に関する情報について 





                                                     
132 P. Lutz et M.-P. Wagner, supra note 124, p.1709. 
133 M.-J. Grollemund-Loustalot-Forest, L’obligation d’information entre contractants dans les contrats de 
distribution, RJ com. 1993, p.65. 
134 Ph. Malaurie et al., supra note 119, no 839, p.493 ; M. Malaurie-Vignal, Droit de la distribution, Sirey, 2e 
édition, 2012, no 262, p.78. 
135 P. Lutz et M.-P. Wagner, supra note 124, p.1708. 
136 G. Blanc, Les contrats de distribution concernés par la loi Doubin(article 1er de la loi no 89-1008 du 31 
décembre 1989), D. 1993, chron, p.219. 
137 Cass. com., 10 fév. 1998, Bull. civ.,Ⅳ, no 71. 
138 D. Ferrier, supra note 85, p.79. 
139 R. Loir, Les prévisionnels : le point de vue du juriste, in N. Dissaux et R. Loir, La protection du 
franchisé au début du XXIe siècle, L'harmattan, 2009, p.99.  





パリ控訴院 2003 年 12 月４日判決では、L.330-3 条および R.330-1 は「ジー候補者に対
し、ザーが収支予測計算書、あるいは、より一般的に、フランチャイズの事業を行うことで
得られるであろう収益予測（prévision chiffrée des résultats）を作成あるいは提供すること
を義務付けてはいない」と判示している141。 








第5節 L.330-3 条違反の効果 
 前記のとおり、フランチャイズ契約締結時にザーが提供しなければならない情報は













ていること（établissement d’un contrat écrit）を要求する見解もある146。 
                                                     
141 CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437. 
142 CA Paris, 9 avril 2009, Juris-Data no 012644. 
143 V. par. ex., M. Kahn, supra note 50, p.39 ; Ph. le Tourneau, supra note 52, no 300, p.135. 
144 F.-L. Simon, supra note 49, no 183, p.127. 
145 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 149, p.123-124． 





















（1） L.330-3 条が定める情報提供義務違反があればただちに契約を無効とする見解 




                                                     
147 D. Ferrier, Droit de la distribution, Litec, 2008, no 578, p.260-261. 
148 D. Baschet, supra note 70, no 618, p.277. 
149 なお、消費法典 L.111-1 条も契約締結前の情報提供義務を定めるものの、同義務違反の効果について
は規定していないので、こうした立法自体は特に珍しいものではないといえる。 
150 L. Vogel et J. Vogel, supra note 86, no 5, p.7-8. もっとも、一般的に L.330-3 条および R.330-1 条の規
定に反した情報の提供があった場合には、契約の無効あるいは不法行為に基づく損害賠償責任のいずれ
か、もしくはその双方が課せられるという点については、判例および学説ともに異論はないように思われ
る（V. Sélinsky, Thème 4-Les sanctions de l’article 1er, Cah.dr.entr.1990-4, p.24.）。セランスキィ
（Sélinsky）は、ドゥバン法 1 条が、誠実な情報は販売店が契約内容をよく知った上で契約を締結するこ
とを可能にするものでなければならないという文言が、とりわけ沈黙による詐欺や錯誤といった合意の瑕
疵を援用する根拠になると述べる。他に学説では、C. Grimaldi et al., supra note 43, no 153, p.125 ; N. 
Dissaux, L’information précontractuelle du franchise : un joyeux anniversaire?, JCP. G, 2010, no 134, no 15.
判例では、Cass.com., 27 janv. 2009, no 07-21616. 
151 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 67, p.46-47. 
38 
 
パリ控訴院 1995 年 3 月 24 日判決では、ザーが自身のチェーンに属する店舗に関する情
報（現 R.330-1 条 5 号および 6 号）の提供を怠ったとして、ジーがドゥバン法の違反によ
るフランチャイズ契約の無効を主張した。本件についてパリ控訴院は、ザーが同法の規定に



















ではしばしばジーの事業経験が斟酌されている。たとえば、パリ控訴院 1999 年 1 月 13 日
判決は次のような事案であった。ザーがフランチャイズ契約の締結に先立ち、自身のチェー
ン、これまでの年次計算書類、市場の状況および売上予測に関する情報をジーに提供しなか
                                                     
152 CA Paris, 24 mars. 1995, D. 1995, inf.rap, p.127 et 138. 
153 民法典 6 条 
「何人も、特別の合意をもって、公の秩序および善良の風俗に関する法律に反することはできない。」 
154 CA Montpellier 21 mars 2000, D., 2001, somm., p.296, obs. D. Ferrier. 
155 D. Baschet, supra note 70, no 620, p.279. 
156 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 112；C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.125 
157 Cass. com., 10 fév. 1998, Bull. civ.,Ⅳ, no 71. 学説では、D. Ferrier, supra note 147, no 579, p.261. 
158 L. Leveneur, Le défaut d’information préalable du franchise n’entraîne pas la nullité automatique du 
contrat de franchisage, JCP éd. E 2001, no 17, p.712. 
159 J.-F. Kamdem, De la sanction de l’obligation d’information préalable posée par la loi Doubin, Dalloz 
Affaires, 1998, no 120, p.988. 
39 
 





カーン控訴院 2005 年 5 月 4 日判決は、ジーがこれまで肉売り場の店主としての事業経験
しかなく、企業の管理者としての事業経験がなかったため、ザーが行った市場調査や収益に
ついての収支予測計算書を評価する能力を有していなかったとした。このことにくわえ、






















                                                     
160 CA Paris, 13 janv. 1999, Juris-Data no 1999-020634. 
161 CA Caen, 4 mai. 2005: Juris-Data no 2005-282521. 
162 F.-L. Simon, supra note 49, no 162, p.110-111. 
































                                                     
164 Ibid., no 70, p.50-51. 
165 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 156, p.126. 
166 民法典 1382 条 
「他人に損害を生じさせる人のあらゆる行為（fait）は、フォートによって損害を生じさせた者に、その
損害を賠償する義務を負わせる。」 
167 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 155, p.126. 



























第2節 L.330-3 条について 
フランチャイズ契約における情報の非対称性をはじめとする当事者間の格差是正のため





































 以上の第 1 部における議論では、本論文の問題意識とかかわる点として以下の点を示せ












第 2 部 フランチャイザーの情報提供義務違反による無効の判断要素に関する詳察 
序論 




なお、ザーの情報提供義務違反と合意の瑕疵との関連性については第 3 部以降で考察する。 







L.330-3 条で法定されていないことから、ザーは L.330-3 条で法定された情報だけを提供す
ればそれでよいのかという議論も関係してくる。そこで、かかる議論についても取り上げる。 
 次いで、ザーが L.330-3 条が定める情報提供義務に違反したとして合意の瑕疵に基づき
契約を無効にする場合の判断要素に関して判例を中心に検討を行う。ここで結論を先取り
して述べると、判例では、ザーの情報提供義務違反を原因とする契約無効の肯否は、「契約








フランスでは L.330-3 条で提供すべき情報を法定しているので、次章で同条および R.330-
1 条で法定された情報を挙げ、その具体的内容について述べる。同時に、売上予測に関する
情報を中心に非法定の情報の提供の是非についても検討する。 










提供の必要性をめぐって議論が存在する。本章では、L.330-3 条および R.330-1 条170が定め
る情報および売上予測に関する情報をはじめとする情報を検討する。法定の情報を取り上
げる際には、L.330-3 条が「当該文書の内容はデクレによって定められ」ると規定するので、
以下の第 1 節では R.330-1 条の規定をみていくことにする。 
 
第2節 L.330-3 条および R.330-1 条が法定する情報について 
第1款 ザー自身に関する情報（R.330-1 条 1 号・2 号・3 号） 








金に関する情報も提供しなければならない。なお、1 号で列挙されている情報は K-bis と呼
ばれる自社について商業・会社登記簿に記載されている事項を示す抄本（extrait）にも記載
されている情報でもある173。 







のは、商標をはじめとした集客ブランド（signe de ralliement clientèle）は、その商標が有
                                                     
169 F.-L. Simon, supra note 49, no 162, p.110. 
170 L.330-3 条および R.330-1 条については、本論文の第 1 部第 2 章を参照願いたい。 
171 D. Baschet, supra note 70, no 577, p.258. 
172 Ibid. 
173 F.-L. Simon, supra note 49, no 143, p.86. 
174 Ph. Le Tourneau et M. Zoïa, FRANCHISAGE.-Variétés du franchisage.-indépendance et domination 















る 情 報 と は 、 業 務 執 行 者 の 主 要 な 職 務 お よ び 過 去 に 担 当 し て き た 責 任 あ る 役 職
（responsabilité）といった情報である179。 
また、直近 2 年間の活動に関する年次計算書類（comptes annuels）も提供しなければな
らない。直近 2 年間の年次計算書類は、貸借対照表（bilan）、損益計算書（comptes de résultats）











                                                     
175 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 50, p.34. 
176 D. Baschet, supra note 70, no 579, p.258. 
177 Ibid., no 580, p.259. 
178 Ibid. 
179 Ibid. 
180 Ibid., no 581, p.259. 
181 Ibid. 













当該市場の発展可能性に関する情報については、L.330-3 条 2 項でも挙げられており
R.330-1 条でも規定されているが、両条はともに全般的なものなのか、それとも地域的なも
のなのか明確にしていないため、全般的および地域的双方の市場の発展可能性について同
時に明確に記載しなければならない187。なお、L.330-3 条および R.330-1 条はともにどの程
度の期間の予測を提示すべきか示していないが、予測の期間は短期でよいとされる188。 
 









                                                     
183 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 132, p.113． 
184 D. Baschet, supra note 70, no 584, p.260. 
185 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 133, p.113． 
186 D. Baschet, supra note 70, no 585, p.261. 
187 Ibid., no 589, p.263. 
188 Ibid. 
189 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 137, p.119． 
190 この「前年」の解釈として、ジーの利益になるために、チェーンの最近の状況を提示すべきであると
して、「前年」とは、その「年」（année）ではなく、契約締結前の文書が提供されるまでの「期間」






























                                                     
191 D. Baschet, supra note 70, no 591, p.263. 
192 F.-L. Simon, supra note 49, no 147, p.95. 
193 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 174, no 106. 
194 J.-P. Clement, supra note 88, p.293. 
195 N. Dissaux, supra note 150, no 8. 
196 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 51, p.34. 
197 D. Baschet, supra note 70, no 597, p.265. 
198 Ibid. 






















うのが判例の原則的立場と評価できる203。たとえば、破毀院商事部 2008 年 2 月 12 日判決
は、L.330-3 条および 1991 年 4 月 4 日のデクレは売上予測に関する情報および店舗設置予
定地周辺の市場調査はザーが提供すべき情報ではなく、ジー自ら作成することで店舗設置
に際する経営上のリスクを検討すべきであるとするとした原審の判断を正当とした204。パ




                                                     
200 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.126． 
201 V. M. Malaurie-Vignal, Le dé-tricotage de la loi Doubin, Contrats, conc. consom., no 3, Mars 2016, 
comm. 65. 
202 Cass. com., 5 janv. 2016, pourvoi no 14-15710, no 14-15702, no 14-15705. 
203 本文で挙げた事例以外では、たとえば、CA Paris, 23 nov. 2006, Juris-Data no 339929. 
204 Cass. com., 12 févr, 2008, pourvoi no 07-10462.  













判所 1996 年 6 月 13 日判決は、売上予測に関する情報の提供は「1989 年 12 月 31 日の法律
第 1008 号によって」ザーに「課せられている」とし、かかる情報を提供しなかったザーは
情報提供義務に違反していたとした212。これ以外では、L.330-3 条 2 項は「売上予測調査
（établissement d’ études prévisionneles）を除くと解されるべきではない」と述べ、かかる
予測を提供する必要はないとしたザーの主張を退けたパリ控訴院 1998 年 10 月 21 日判決
がある213。 







1991 年 4 月 4 日のデクレ制定後に締結されたフランチャイズ契約についての事案であるリ
                                                     
206 CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437. 
207 CA Paris, 16 sept., 1994, Juris-Data no 022527. 
208 CA Paris, 7 déc. 2005, Juris-Data no 296362. 
209 V. N. Dissaux, supra note 114, p. 403. 
210 判例では、たとえば、CA Paris, 31 janv. 2002, Juris-Data no 170815 ; CA Paris, 7 déc. 2005, Juris-Data 
no 296362. 
211 学説では、たとえば、R. Loir, supra note 139, p.112. 
212 TC Paris, 13 juin 1996, Juris-Data no 042844. 
213 CA Paris, 21 oct. 1998, Juris-Data no 024128. 

































                                                     
216 CA Lyon, 27 oct. 2000, Juris-Data no 132234. 
217 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 183, p.127. 
218 CA Paris, 9 avril 2009, Juris-Data no 012644. 
219 Cass. com., 12 févr, 2008, pourvoi no 07-10462. 
220 本文で挙げた判決以外でも同様の見解を採っている。たとえば、CA Rouen, 15 mai 2003, Juris-Data 
































以上のような理由から、ディソーは L.330-3 条に基づき提供すべき情報を列挙する R.330-
1 条が定める情報だけでは、ジーが契約内容を理解して契約を締結するには不十分との認識
                                                     
221 O. Tiquant, Rétablir l’autorité de la loi…Doubin, D. 2002, jur, p.2600-2601. 
222 N. Dissaux, La protection du franchisé au debut du XXIème siècle: pour qui? pour quoi? comment?, in 
































                                                     
223 N. Dissaux, supra note 150, no 17-18. 
224 Ibid., no 26. 
225 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 300, p.135. 
226 D. Ferrier, supra note 147, no 676, p.310. 
































                                                     
228 M. Malaurie-Vignal, supra note 134, no 271, p.80. 
229 S. Regnault, La tentation d’autoritarisme de la loi Doubin, LPA 2003 janv. 10, no 8, p.13-16. 
230 R. Loir, supra note 139, p.109-110. 















に関係するものを取り上げる。学説は、L.330-3 条および R.330-1 条が法定する情報の不十
分性を指摘して売上予測に関する情報以外の情報の提供の必要性を積極的に提言するディ


















ある顧客構成（composition de la clientele potentielle）の情報をめぐって問題になったもの
                                                     
232 Ibid., p.101. 
233 F.-L. Simon, supra note 49, no 183, p.127. 
234 たとえば、C. Grimaldi et al., supra note 43, no 133, p.114． 







民法典 1116 条236の詐欺的沈黙（réticence dolosive）を構成するとされた237。 
 
②  市場調査以外の情報 










①  チェーンの経歴（passé du réseau）に関する情報の必要性240 










                                                     




237 Cass. com., 16 mai 2000, pourvoi no 97-16386. 
238 TC Paris, 28 janv. 1999, Gaz. Pal. 17-18 janv. 2001. 
239 CA Toulouse, 7 déc. 2004, Juris-Data no 264674. 
240 N. Dissaux, supra note 150, no 18-22. 
56 
 
また、ディソーは R.330-1 条 5 号 b）が規定する情報の不十分性も指摘する。すなわち、
同号がチェーンに加盟しているジーが達成した売上高、あるいはジー候補者と類似した条
件で経営されている店舗の総売上高の提示を要求していない点が不十分であると指摘する。 





②  ドゥバン法（L.330-3 条）の解釈により市場調査の提供を義務付ける見解 
 メルスは、ジーがノウハウを用いて事業の継続的成功を得るために必須の作業として市
場調査を位置づける。よって、彼によれば、市場調査の情報はジーが事業を成功するのに欠
かせない情報である。彼は、ドゥバン法 1 条 2 項が契約内容をよく知って契約を締結する
には関係する市場の現況および発展予測を明確に説明しなければならないと規定すること、
















                                                     
241 S. Meresse, L’étude de marché est la quintessence du savoir-faire du franchiseur, RJ.com. 1997, p.264. 
なお、ティカンもこのメルスの見解に賛同する（O. Tiquant, supra note 221, p.2601.） 
242 S. Meresse, supra note 241, p.267. 
243 F.-X. Licari, La protection du distributeur integre en droit français et allemand, Litec, 2002, p.208-212. 
244 「必要な事実」とは、契約から生じる義務の目的に関係する事実であり、契約相手方が契約締結の判







およびザーの組織の将来（avenir de système）についての情報を挙げる。 
 
④  売上予測に関する情報の作成に必要な情報を提供すべきとする見解 















第 3 節 小括 
第 2 節で取り上げたように、L.330-3 条および R.330-1 条で法定された情報は多岐にわた
るが、分類すると次のようになろう。すなわち、ザー自身に関する情報（R.330-1 条 1 号・
2 号・3 号）、ザーの事業経験に関する情報（同条 4 号）、当該事業の現況等に関する情報（同
条 4 号）、当該事業のチェーンに関する情報（同条 5 号）、ならびに締結を検討している契
約の主要な条件についての情報（同条 6 号）である。ザーはこれら情報のすべてにつき情報
提供義務を負い、同義務に違反した場合には契約が無効になることがある。 
売上予測に関する情報については、L.330-3 条および R.330-1 条ではその提供をザーに義
務付けていない。もっとも、現 R.330-1 条（旧 1991 年 4 月 4 日のデクレ）制定以前におい
ては、一部の下級審判決では売上予測に関する情報の提供をザーに義務付けているものが
                                                     
245 J.-P. Clement, supra note 88, p.293.  



































                                                     
248 デクレの立法過程では売上予測に関する情報は提供すべき情報とされていたが、最終草案の段階で削
除されたという経緯があるという（N. Dissaux, supra note 150, no 25.）。こうした経緯も、法定の情報の
中に売上予測に関する情報が含まれるのか議論されている要因と考えられるのではないか。 










第 2 章 契約無効の肯否における判断要素に関する検討 

























                                                     
250 F.-L. Simon, supra note 49, no 159, p.107. p.125. 















ヴェルサイユ控訴院 1996 年 7 月 4 日判決では、ジーはザーが扱っている高級食料品の販
売経験がなくても、ジーは店舗を経営していたボルドーの地域での商売について深い知識
を有していたとし、民法典 1116 条の詐欺による契約の無効の主張を棄却した254。 












ニーム控訴院 2005 年 6 月 23 日判決では、女性用衣服の販売を目的とするフランチャイ
ズ契約締結過程で、ザーの法定の情報の一部の不提供が詐欺を構成するとして、民法典 1110
                                                     
252 Ibid., no 162, p.111. 
253 本文で取り上げたもの以外で、ジーの事業経験を判断要素としているものとして、たとえば、CA 
Paris, 20 sept. 1994, Juris-Data no 023140 ; CA Paris, 1 er juill. 2003, Juris-Data no 226517; CA Nîmes, 6 
oct. 2005, Juris-Data no 311158 ; CA Paris, 7 déc. 2005, Juris-Data no 296362. 
254 CA Versailles, 4 juill. 1996, Juris-Data no 043384. 
255 CA Paris, 13 janv. 1999, Juris-Data no 020634. 










パリ商事裁判所 2006 年 1 月 17 日判決は、ジーの夫妻の夫は技術者としての教育を受け、
妻は簿記の知識を有しているから、チョコレート等の販売に関するフランチャイズ契約の
リスクと利益を評価できたとされ、L.330-3 条に基づく契約の無効を認めなかった259。 







パリ控訴院 2006 年 11 月 16 日判決では、レンタカーのフランチャイズ契約での情報提供
義務違反が問題になった。本件では、ジーが本フランチャイズ契約において店舗を設置する
のと同じ場所で数年間レンタカー事業を行っていた点を考慮し、法定の情報の不提供があ
ったが L.330-3 条に基づく契約の無効は認められないとされた261。 







                                                     
257 民法典 1110 条 
「錯誤は、それが合意（convention）の目的である物のまさに本質に関して陥った場合に限り、契約の無
効の原因になる。 
258 CA Nîmes, 23 juin 2005, Juris-Data no 282018. 
259 TC Paris, 17 janv. 2006, Juris-Data no 304909.  
260 CA Paris, 7 juin 2006, Juris-Data no 312420. 
261 CA Paris, 16 nov. 2006, Juris-Data no 322715. 



















1109 条265および 1110 条により本契約を無効とした266。 








を認識していたことを意味しないとし、L.330-3 条および民法典 1108 条268に基づき契約の
                                                     
263 V. M. Malaurie-Vignal, Le dé-tricotage de la loi Doubin, Contrats, conc. consom., no 3, Mars 2016, 
comm. 65. 
264 CA Caen, 4 mai. 2005, Juris-Data no 282521. 
265 民法典 1109 条 
「合意が錯誤によってなされた場合、強迫によって奪取された場合もしくは詐欺によって騙取された場合
には、全く有効な合意は存在しない。」 
266 TC Paris, 7 nov. 2005, Juris-Data no 299489. 
267 CA Paris, 1er févr. 2006, Juris-Data no 309721. 
268 民法典 1108 条 





























さらに、ザーは予想損益計算書（feuillets de calculs prévisionnels）、および市場調査も提供
していた。ゆえに、ポー控訴院は、ザーは L.330-3 条が定める情報を提供しなかったが、ジ
ーは本契約について明確な見解を形成できたとして、L.330-3 条を根拠とする詐欺による無





269 CA Lyon, 3 juin 2004, Juris-Data no 246758. 


































 日焼けサロンの経営に関するフランチャイズ契約の事例であるパリ控訴院 2011 年 9 月
14 日判決では次のように判示された。すなわち、ジーは、フランチャイズ契約締結の 6 カ
月近く前にザーから情報を記載した文書を提供されていた。このことは、ジーが経営を検討
                                                     
271 CA Pau, 10 oct. 2005, Juris-Data no 291080. 






























                                                     
273 CA Paris, 14 sépt. 2011, Juris-Data no 019510. 
274 本文で取り上げたカーン控訴院判決以外で、L.330-3 条 4 項の「20 日前」の期間が遵守されなかった
点を考慮して契約の無効を宣言したものとして、たとえば、CA Paris, 28 nov. 1997, Juris-Data no 024604. 
ただし、かかる期間の不遵守によってジーの合意に瑕疵が生じたといえなければならない（CA Bordeaux, 
15 mars 2000, Juris-Data no 117540.）。 
275 本文で挙げたもの以外で、売上予測に関する情報を提供したザーの責任を認めた事例としては、たと
えば、CA Rennes, 30 avril 1996, Juris-Data no 045198; CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437 ; CA 
Aix-en-Provence, 4 mai 2006, Juris-Data no 304643 ; TC Paris, 16 mai 2007, Juris-Data no 341551 ; CA 












第 2 節第 2 款で触れたチョコレート等の販売のフランチャイズ契約の事例であるパリ控
訴院判決では、次のように予測と実際の数値との乖離も考慮して解除が認められている。す
なわち、1992 年から 1995 年までの 3 年間のジーの総売上高が予測数値と比較して平均で
45％しか達成できなかった点を考慮し、ザーが提供した予測は厳格な方法で作成されたも
のではないとされた。 




富な事業者であるが、企業活動における収益に関する本質的錯誤（erreur substantielle sur la 
rentabilité de l’activité entreprise）に陥っていたとし、民法典 1110 条に基づく契約の無効
を認めなかった原審を破毀した278。 










                                                     
276 Cass. Com., 24 fév. 1998, pourvoi no 95-20438. 
277 CA Paris, 1er déc. 1999, Juris-Data no 117888. 
278 Cass. com., 4 oct. 2011, pourvoi no 10-20956. 本判決は第 4 部においても取り上げている。 

































第 2 款 法定の情報の情報提供義務違反における判断要素にみられる視点 
本章では、L.330-3 条で法定された情報提供義務の違反が問題となった事例を中心に検討
                                                     
280 F.-L. Simon, supra note 49, no 185, p.129. 
281 初年度について予測と実際の数値との乖離が 12.6％に過ぎなかった事例では、ザーの責任は否定され
















 以上、第 2 部では、L.330-3 条で法定されていない情報を含めてザーが提供すべき「情報」
の具体的内容の検討、および情報提供義務違反による契約の無効が認められるかを判断す
る際にどのような要素が斟酌されているのかの各点につき、主に判例を素材に検討した。以
下において、第 2 部の総括としてその結語を述べる。 
 
第1節 情報提供義務における「情報」の具体的内容について 
 フランスでは L.330-3 条がザーの情報提供義務を法定し、R.330-1 条が提供すべき情報を
列挙する。そして、この R.330-1 条の前身である 1991 年 4 月 4 日のデクレが提供すべき情
報を列挙したことで、法定の情報のみを提供すればザーは情報提供義務を果たしたとの理









                                                     
282  J.-M. Leloup, La franchise Droit et pratique, DELMAS, 4ème édition, 2004, no 162, p.110-114. 
283 リカリは、一般的にチェーンの加盟を検討しているジーは失業者や主婦といった全くの素人であると
指摘する（F.-X. Licari, supra note 243, p.195.） 
































                                                     
285 もっとも、ザーの責任による契約の解除を宣言する判例に対しては、学説において、契約の成立にお
ける合意の瑕疵が問題になる以上、適切な解決は契約の無効あるいは損害賠償であるとの指摘がなされて
いた（L. et J. Vogel, supra note 86, p.8, no 17.）。また、破毀院は、契約締結前の情報提供義務に違反して
締結されたフランチャイズ契約について、契約の解約（résiliation）を言い渡した原審を破毀し、同義務
違反の民事上の効果は合意の瑕疵による契約の無効であると判示した（Cass. com., 12 févr. 2008, pourvoi 
no 07-10462.）これによって、契約の解除は契約上の義務の不履行の場合にしか生じないということにな
った（Cass. com., 12 févr. 2008, RDC, juill. 2008, p.862, note. M. Behar-Touchais.）。 
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ためである。錯誤については伝統的に価値に関する錯誤（erreur sur la valeur）であるとさ
れ契約の無効原因とはされてこなかった収益に関する錯誤（erreur sur la rentabilité）が本
質的性質に関する錯誤を構成するとした破毀院の 2011 年判決にまつわる議論の整理にとど
め、第 4 部にて詳述する。 
第 3 部における叙述の順序は以下のとおりである。 




 次に第 2 章では、1998 年判決以降の判例の紹介および検討を行う。その際には、情報提
供義務違反が詐欺を構成する場合には詐欺的沈黙と虚偽の言明による詐欺とに分けて考え
ることができるので、それぞれについての判例を取り上げ検討する。 





 第 4 章では、これまで民法典 1110 条の本質的性質に関する錯誤とは解されてこなかった
収益に関する錯誤に基づきフランチャイズ契約を無効にした 2 つの破毀院判決と、両判決
に対する学説の反応を整理する。 
 以上を経て、最後に「結語」において L.330-3 条と民法典の合意の瑕疵（1116 条）との
関係および収益に関する錯誤を対象に若干の考察を行う。 
 
第1章 裁判例の変遷―破毀院商事部 1998 年 2 月 10 日判決まで― 
第1節 はじめに 












第2節 1998 年 2 月 10 日判決以前の下級審判決における動向 
第1款 合意の瑕疵が認められた場合に限り無効とする見解 
1998 年判決以前でも、ドゥバン法違反に基づき契約を無効にするには合意の瑕疵の存在
が必要としたものがある。パリ商事裁判所 1993 年 3 月 22 日判決は、ドゥバン法違反が詐







方であったとされる291。それは、ドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデクレが刑事上の制
裁である罰金刑を規定していることから、上記諸法文は公序（ordre public）に関する規定
であるので、これに対する違反はただちに契約を無効にさせるというものである292。モンペ
リエ控訴院 1997 年 12 月 4 日判決は、ドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデクレが情報
提供義務違反は刑事罰をもって制裁されるとしているから、これら法文は公序の性質を有
するので、契約への署名から 20 日前までにザーが同義務を果たさなかったことは契約の無
                                                     
286 D. Baschet, supra note 70, no 619, p.277. 
287 F.-X. Licari, supra note 243, p.259-260 ; F.-L. Simon, Un an d’actualité de la franchise, LPA, no 243, 
avant-propos, J.-C. Magendie, 4 déc. 2008, no 81, p.31.  
288 L. Attuel-Mendes, Conséquences du non-respect de l’obligation précontractuelle d’information en 
matière de franchise, JCP G. 2007, Ⅱ 10133. 
289 TC Paris, 22 mars 1993, D. 1994, somm., p.281, obs. T. Hassler. 
290 CA Paris, 21 juin 1996, Juris-Data no 022169. 
291 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 68, p.47. 
292 CA Paris, 17 mai 1995, D., 1997, somm., p.55, obs. D. Ferrier. V. aussi M. Malaurie-Vignal, supra note 




de location-gérance）の事案であるが、パリ控訴院 1995 年 7 月 7 日判決も同様の理由で契
約の無効を宣言した294。 
以上の他に、1991 年 4 月 4 日のデクレ第 1 条第 5 号で規定する情報はジーが契約内容を
きちんと理解して契約するのに不可欠な情報であることから、ザーが同号の列挙する情報


















成する場合に限り契約の無効は認められるとした前記のパリ控訴院 1995 年 7 月 7 日判決の
上告審判決である 1998 年判決である。以下において 1998 年の概要を述べる。 
                                                     
293 CA Montpellier, 4 déc. 1997, JCP E 1998, p.604, no 3, note P.Neau-Leduc. このモンペリエ控訴院判決
と同様の理由で情報提供義務に違反した契約をただちに無効としているものとして、TC Paris, 28 oct. 
1992, JCP 1993, Ⅳ, p.358 ; CA Paris, 18 sept. 1996, Juris-Data no 022995. 
294 CA Paris, 7 juill. 1995, JCP E, Panorama, 1995, 1175. 
295 CA Paris, 24 mars 1995, D. 1995, inf. rap. p.138. 
296 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 303 p.137.  
297 J.-M. Leloup, supra note 282, no 946, p.187. 本文で取り上げたもの以外で、1998 年判決以前の下級審
裁判例に対して批判的見解を示しているものとして、たとえば、L. et J. Vogel, supra note 86, p.8, no 18 ; 
F.-X. Licari, supra note 243, p. 261. 
298 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49-50. 




第3節 1998 年 2 月 10 日判決の登場 
第1款 破毀院商事部 1998 年 2 月 10 日判決300要旨 
【事実】 









 「1989 年 12 月 31 日の法律（ドゥバン法）第 1 条について； 
 本営業財産賃貸借契約を無効にするために、控訴院は本件契約書の草案（avant-projets）
が契約への署名に先立って提供されていなかったとしか述べていない。 
 以上のように判断をするので、情報の不提供が X らの合意に瑕疵を生じさせるものであ
ったか検討しない原審は、同法 1 条についての判断にあたり法律上の根拠を与えなかった。」 
 




                                                     





にも当てはまるとの理解が一般的である。そうした理解を示すものとして、たとえば、D. Baschet, supra 
note 70, no 622, p.280. 
301 V. par ex. M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49-50 ; J.-M. Leloup, supra note 
282, no 946 et s., p.187 et s. ; L. Leveneur, Obligation précontractuelle d'information : la sanction n'est pas 
automatiquement la nullité du contrat, JCP E., no 49, 8 déc. 2005, 1775. 
 なお、1998 年判決の特徴について論じるにあたり、しばしば引き合いに出されるのが営業財産の売買
に関する 1935 年 6 月 29 日の法律である（M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49 ; 


















第3款 1998 年判決以後の判例の動向 








                                                     
1935 年 6 月 29 日の法律について破毀院はすでに、同法が提供すべきとする情報が提供されなかったとい
うことだけでなく、それによって買主の合意に瑕疵が生じたことが、営業財産の売買契約の無効が認めら
れるために必要と判示していた（Cass. com., 5 janv. 1971, pourvoi no 69-13476.）。破毀院がすでに過去に
このような判断を示していたことから、1998 年判決が上記判決の影響を受けているのは疑いないと評価
されている（M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.49.）。 
302 F.-X. Licari, supra note 243, p. 261-262. 
303 D. Baschet, supra note 70, no 622, p.280. 
304 D. Mainguy et J.-L. Respaud, Comment renforcer l’efficacité de la <<loi Doubin>> (C. com., art. 
L.330-3)?, Contrats, conc. consom. 2003, chron. 4, no 8. 
305 M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 68, no 70, p.51. 
306 同日には 3 件の判決が出され、それぞれにおいて 1998 年判決と同様の見解が示されている（Cass. 
com., 19 oct. 1999, no 96-20392, no 97-14366, et no 97-14367.） 
307 J.-M. Leloup, supra note 282, no 947-949, p.187-188. たとえば、破毀院商事部 2005 年 6 月 14 日に出






















                                                     
308 V. par ex. CA Montpellier, 21 mars 2000, D., 2001, somm., p.296, obs. D. Ferrier ; CA Montpellier, 3 
oct. 2000, Juris-Data no 128551. 
309 Y. Marot, Prolongements de l’arrêt de la Chambre commerciale du 10 février 1998 sur l’information 
précontractuelle en matière de contrat de franchise, D. 1999. Chron. p.433. 
310 F.-L. Simon, supra note 49, no 161, p.109. 本文で述べたように L.330-3 条が定める情報提供義務に違
反した場合の無効の効果が相対無効であるのは、同条はジーを保護するために同義務を法定したためであ
るといえる（Ph. le Tourneau, supra note 52, no 303 p.137. フランス法における相対無効については、鎌
田薫「いわゆる『相対的無効について』─フランス法を中心に」椿寿夫編『法律行為無効の研究』（日本
評論社、2001 年）127 頁を参照。）。これは、ドゥバン法および 1991 年 4 月 4 日のデクレが保護的公序
（ordre publique de protection）としての規定であるがゆえであると説明される（M. Behar-Touchais et 
G. Virassamy, supra note 68, no 71, p.51.）。この保護的公序とは、契約当事者間において経済力の格差が
著しい契約において、たとえば労働者などの経済的な弱者の保護を志向するものである（J. Flour et al., 
Doit civil Les obligations 1. L’actejuridique, 15e édition, Sirey, 2012, no 297, p.287.）。保護的公序について
言及する邦語論文として、たとえば、山口俊夫「現代フランス法における『公序（ordre publique）』概念
の一考察」法学協会百周年記念論文集第 3 巻（有斐閣、1983 年）59 頁以下がある。 
311 V. J.-M. Leloup, supra note 282, no 946, p.187. 
312 D. Ferrier, supra note 85, p.84. 







以上の諸点が問題になるが、まず、次章で 1998 年判決以降の判例を検討し、続く第 3 章
でザーがドゥバン法に違反した場合に合意の瑕疵の推定を認める学説の議論を俯瞰する。 
 
第2章 1998 年判決以降の判例法理－詐欺による処理 
第1節 はじめに 




















                                                     
314 D. Baschet, supra note 70, no 852, p.390. 
315 F. Terré et al., Les obligations, Dalloz, 11e édition, 2013, no 228, p.255. 
316 Ibid., no 230-234, p.256-263. 
317 詐欺が成立するには詐欺者が術策を用いたことが必要であるから、第三者が詐欺を行った場合には、
契約の無効は認められず、損害賠償（dommages-intérêts）が認められるに過ぎない（Ibid., no 235, 
p.262.） 
















ヴェルサイユ控訴院 2002 年 2 月 7 日判決（判決②）では次のように判示された。すなわ












パリ控訴院 2006 年 10 月 26 日判決（判決④）では、ジーが契約を締結する前年中にザー
のチェーンを抜けたジーの数がチェーン全体の店舗数の 3 分の 2 に達していた場合におい
て、ジーの契約締結の意思を萎縮させないようにこのことを秘匿していたことは詐欺的沈
黙を構成するとし、本契約を無効にした323。 
                                                     
319 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 165, p.118. 
320 CA Toulouse, 13 janv. 2000, Juris-Data no 108290. 
321 CA Versailles, 7 févr. 2002, Juris-Data no 210324. 
322 CA Paris, 8 avr. 2004, Juris-Data no 254237. 
323 CA Paris, 26 oct. 2006, Juris-Data no 322712. 
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324 CA Paris, 13 juin 2007, Juris-Data no 341064. 
325 CA Paris, 17 mars 2010, Juris-Data no 015258. 
326 Cass. com., 3 avr. 2012, Juris-Data no 006475. 
327 Cass. com., 3 avr. 2012, pourvoi no 11-14001. 





























トゥールーズ控訴院 2004 年 12 月 7 日判決（判決⑬）は、R.330-1 条が法定する事業経
験に関する情報について、ザーが新たなジーの加盟のために虚偽の事実を提供した場合に、
かかる事実が虚偽と知っていればジーは契約をしなかったとして、虚偽の言明による詐欺
                                                     
329 売上予測に関する情報の提供が詐欺を構成するとして争われた事例は多い。V. par ex. CA Paris, 1er 
déc. 1999, Juris-Data no 117888 ; CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437 ; CA Aix-en-Provence, 4 mai 
2006, Juris-Data no 304643. 
330 CA Rouen, 15 mai 2003, Juris-Data no 218829. 
331 Cass. com., 8 juill. 2003, pourvoi no 02-11691. 
332 Cass. com., 25 juin 2013, Juris-Data no 013254. 




















                                                     
334 CA Toulouse, 7 déc. 2004, Juris-Data no 264674. 
335 V. par ex. CA Lyon, 31 mars 2005, Juris-Data no 274619 ; CA Lyon, 30 avr. 2008, Juris-Data no 
364983 ; CA Paris, 24 sept. 2008, Juris-Data no 374048 ; CA Aix-en-Provence, 4 avr. 2012, Juris-Data no 
006863. 
336 詐欺的沈黙は、当該情報について提供すべき義務がある場合に沈黙を保つことで成立する（森田・前
掲註（39）「『合意の瑕疵』の構造とその拡張理論（2）」58 頁）。V. F. Terré et al., supra note 315, no 233, 
p.259 ; J. Flour, et al., supra note 310, no 213, p.200 et s. ; F.-L. Simon, supra note 49, no 165, p.116. 
337 V. F. Terré et al., supra note 315, no 233, p.259 ; J. Ghestin et al., TRAITÉ DE DROIT CIVIL, La 
Formation du contrat Tome 1: Le contrat Le consentement, L.G.D.J, 4e édition, 2013, no 1330, p.1107. 
338 実際、L.330-3 条がなければザーに情報提供義務は存在しないとの指摘がある（C. Grimaldi et al., 
supra note 43, no 154, p.125.）。ザーの情報提供義務に対するこのような認識は、ドゥバン法が制定される
きっかけになったとされる「Turco 事件」（Cass.com. 25 fév. 1986, Bull.Civ. Ⅳ, no 33. p.28.）および
「Couturier 事件」（Cass.com.10 fév. 1987, Bull.Civ.Ⅳ,no 41. p.31.）の両事件において、破毀院が自動車
のメーカーはディーラーに対して情報提供義務を負わないとしたことも影響しているといえる。そして、
こうした破毀院の見解に対して当時の学説は極めて批判的であった（V. Sélinsky, supra note 150, p.25 et 
s. ; Ph. le Tourneau, CONCESSION EXCLUSIVE . – Conditions de validité au regard du droit des 
contrats . – Formation . – Prix et durée, JCI Fasc. 1025, 2014, no 21 et s.）。両事件について言及する邦語文
献として、力丸・前掲註（46）12 頁、小塚・前掲註（46）「フランチャイズ契約論（4）」114 頁がある。 




















が第 2 部で検討したジーの事業経験等であるといえる343。 
 
第2款 虚偽の言明による詐欺 





                                                     
340 Ibid. V. aussi J.-M. Leloup, supra note 282, no 952, p.189. 
341 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1305, p.1087. 本書におけるゲスタン（Ghestin）の情報提供義務と
詐欺との関係性についての議論をまとめた邦語文献として、金山直樹・山城一真・齋藤哲志「現代フラン
ス契約法の動向‐ゲスタンほか『契約の成立』（Jacques Ghestin, Grégoire Loiseau et Yves-Marie Serinet, 
Traité de droit civil, 4e éd., 2 vols, LGDJ, 2013）に焦点を当てて‐」法学研究（慶応義塾大学）88 巻 7 号
61 頁以下（2015 年）がある。 
342 J.-P. Viennois, Annulation d'un contrat de franchise pour absence de cause et réticences dolosives, JCP 
E., no 30, 23 juill. 2003, II 10127, no 15. 
343 V. M. Malaurie-Vignal, supra note 134, no 284, p.84. 
344 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 185, p.129. 
































                                                     
346 V. D. Baschet, supra note 70, no 626 et 627, p.282. 
347 J.-B. Gouache, Chronique de jurisprudence de droit de la franchise, Contrats, conc. consom., no 11., 
2015, étude 15. 
348 V. J.-M. Leloup, supra note 282, no 948, p.188. 
349 V. C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.125-126. 



































                                                     
351 H. Kenfack, Franchise: precisions sur l’obligation précontractuelle d’information, D., jur. 2003, p.2306. 
352 F.-L. Simon, Droit de la franchise, LPA, no 243, 4 déc. 2008, no 75 et s, p.30 et s. 
353 Id., supra note 49, no 155, p.104. 
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医師の情報提供義務の立証責任の分配が問題になった破毀院第一民事部 1997 年 2 月 25















年 3 月 31 日判決では、ザーが情報提供義務を果たした旨記載する条項が挿入されていたが、
そのことをもって同義務が果たされたことの証明にはならないと判示されている。 
 
第2款 L.330-3 条が法定していない情報について 
それでは、法定されていない情報である売上予測に関する情報はどうか。売上予測に関す
                                                     
354 Cass. civ., 25 févr. 1997, Bull. civ.Ⅰ, no 75, pourvoi no 94-19685. 本判決について検討をくわえている
邦語文献として、馬場圭太「説明義務の履行と証明責任」早稲田法学 74 巻 4 号（1999 年）551 頁、杉本
和士「医師の説明義務と証明責任」松川正毅ほか編『判例にみるフランス民法の軌跡』205 頁（法律文化
社、2012 年）がある。 
355 F.-L. Simon, supra note 49, no 156, p.105 ; D. Maiguy et J.-L. Respaud, supra note 304, no 11. 情報提供
義務を果たしたことの立証責任に関して判示した破毀院民事部 1997 年 2 月 25 日判決は、診療契約以外
の同義務一般に適用しうる射程を有すると解されている。詳しくは、馬場・前掲註（354）583 頁以下。 
356 V. par ex. Cass. com., 16 mai 2000, pourvoi no 97-16386. 
357 G. Virassamy, supra note 87, p.417 ; C. Grimaldi et al., supra note 43, no 187, p.147. V. aussi F. Viney, 
À propos de la preuve de l'exécution de l'obligation d'information, JCP G. no 30-35, 2014, doctr. 879. 
358 F.-L. Simon, supra note 49, no 157, p.105. 
359 Ibid., no 157, p.105. 
360 Cass. com., 14 janv. 2003, no 01-10120. 



























                                                     
362 CA Paris, 7 déc. 2005, Juris-Data no 296362.  
363 F.-L. Simon, supra note 352, no 75, p.30. 
364 F. Terré et al., supra note 315, no 239, p.266 ; A. Bénabent, Droit des obligations, lextenso, 13e édition, 
2012, no 89-1, p.74. 
365 D. Baschet, supra note 70, no 622, p.280 ; sous la direction de Louis Vogel, supra note 107, no 132, 
p.115. 
366 そのことを述べる判例としては、たとえば、Cass. com., 14 juin 2005, pourvoi no 04-13947 et no 04-
13948.  
367 H. Kenfack, L’obligation précontractuelle d’information: l’espoir déçu?, in C. Hallouin et H. Casse, Le 
Droit de la distribution. Droit commun ou droit special?, LGDJ, 2005, p.162. V. aussi, H. Kenfack, supra 
note 351, p. 2306-2307. 
368 D. Maiguy et J.-L. Respaud, supra note 304, no 3. 
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第2款 合意の瑕疵の推定規定としての L.330-3 条－一部の判決における見解 
（1） 一部の下級審判決における見解 
一部の下級審判決には、ドゥバン法違反があったときは、ジーは同法 1 条のいう契約内
容をよく理解して（en connaissance de cause）契約をできなかったとして、合意の瑕疵の推













（2） 例外的な判断を示した破毀院商事部 2004 年 2 月 4 日判決 
とはいえ、その破毀院が立証責任の分配について従来とは異なる判断を行ったとされる
判決が存在する376。破毀院商事部 2004 年 2 月 4 日判決（ガソリンスタンドの営業財産賃貸
借契約の事案）である377。本件について破毀院は、営業財産賃借人が「自ら取得するのが困
難でしかも不可能であった（difficile, voire impossible de se procurer）」契約締結に「不可欠
な情報」の不提供の場合には、L.330-3 条が定める情報提供義務を負っている営業財産賃貸
                                                     
369 F.-L. Simon, supra note 49, no 168, p.119. 
370 V. Aussi, CA Toulouse, 2000 sept. 2000, Juris-Data no 125550 ; CA Limoges, 2 mars 2006, Juris-Data no 
308976.  
371 CA Lyon, 31 mars 2005, Juris-Data no 274619. 
372 F.-L. Simon, supra note 49, no 168, p.119. 
373 V. par ex. Cass. com., 20 mars 2007, pourvoi no 06-11290. 
374 ドゥバン法とともに民法典 1116 条も併せて援用した事例では、1998 年判決の直前の破毀院商事部
1997 年 12 月 2 日判決において、同法の違反をもって 1116 条の詐欺を特徴付けることはできないとし
て、ジーの契約無効の主張を認めた原審を破毀している（Cass. com., 2 déc. 1997, pourvoi no 95-21563.） 
375 O. Tiquant, supra note 221, p.2602 ; v. aussi D. Ferrier, L’obligation d’informer le future franchisé, 
RDC 2012. p.1071. 
376 sous la direction de Louis Vogel, supra note 107, no 132, p.116. 












第3款 合意の瑕疵の推定規定としての L.330-3 条－学説 
翻って、学説では、ザーの情報提供義務違反をもって合意の瑕疵を推定すべきとの見解が
有力といえる382。その主張を整理すると以下のようになろう。 










                                                     
378 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1668, p.1361. 
379 H. Kenfack, supra note 367, p.162. 
380 F.-L. Simon, supra note 49, no 168, p.119. 
381 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1668, p.1361.  
382 ザーの情報提供義務違反が合意の瑕疵を推定するとの見解を示すものとして、D. Maiguy et J.-L. 
Respaud, supra note 304, no 11 ; D. Legeais, Franchise, JCI, Fasc. 316, 2012, no 20 ; Y. Marot, Le contenu 
et la finalité de l’obligation d’information pré-contractuelle en franchise.- À propos de TGI Nîmes, 19 janv. 
2005, JCP E., no 49, 8 déc. 2005, 1775, no 11. 
383 Ph. Neau-Leduc, La théorie générale des obligations à l’ épreuve de la loi Doubin, JCP E 1998, Cah. dr. 
entr. 1998, no 2, p.33. V. aussi, N. Dissaux, L’information précontractuelle du franchisé : un joyeux 
anniversaire?, JCP G, 2010, no 134, no 31. 
384 O. Tiquant, supra note 221, p.2600. 
385 H. Kenfack, supra note 351, p.2306. 


























（professionnel de la chicane）」のような者を保護することになりかねない394。 
 
第4節 小括 
                                                     
合意に瑕疵が生じるとは考えにくいであろう（D. Ferrier, supra note 85, p.84.）。 
387 D. Ferrier, Droit de la distribution, 6e édition, 2012, Lexis Nexis, no 587, p. 296. 
388 D. Ferrier, supra note 375. p.1071. 
389 Ph. Neau-Leduc, supra note 383, p.33. 
390 Ibid. 
391 Ibid., p.32. V. aussi O. Tiquant, supra note 221, p.2602. 
392 H. Kenfack, supra note 351, p. 2306-2307. 
393 V. aussi, S. Regnault, supra note 229, p.16 et s ; J-P Viennois, supra note 342, no 15. 
394 L. Attuel-Mendes, Conséquences du non-respect de l’obligation précontractuelle d’information en 




























いる破毀院商事部 2011 年 10 月 4 日判決395（以下、2011 年判決とする。）、および本判決ほ
どは注目を浴びていないものの、売上予測に関する情報はフランチャイズ契約の本質に影
響を及ぼすと判示したことで、本判決の見解を引き継いだとされる396破毀院商事部 2012 年
6 月 12 日判決397（以下、2012 年判決とする）を取り上げる398。その際の叙述の順序は次の
                                                     
395 Cass. com., 4 oct. 2011, Juris-Data no 021604. 
396 D. Mainguy, L’erreur sur la rentabilité et le contrat de franchise, RLDC, 2012, no 98, p.74. 
397 Cass. com., 12 juin 2012, pourvoi no 11-19047.  
398 本章で検討する 2011 年・2012 年判決以外にも錯誤が援用された判例は存在する。V. par ex. CA 
Paris, 26 janv. 2001, Juris-Data no 151449 ; CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437 ; TC Paris, 7 nov. 
2005, Juris-Data no 299489 ; CA Paris, 16 nov. 2006, Juris-Data no 322715. 
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それでは、2011 年・2012 年判決の紹介および議論の整理に移りたい。 
 
                                                     
399 F. Terré et al., supra note 315, no 208, p.233. 
400 Ibid., no 236 et s., p.234 et s.. 
401 フランチャイズ契約は人的考慮（intuitus personae）の強い契約であるので、人に関する錯誤（erreur 
sur la personne）が問題になることがある（F.-L. Simon, supra npte 49, no 163, p.115.）。人に関する錯誤
は原則として契約の無効原因にならないが（民法典 1110 条 2 項）、その人に関する考慮が契約締結にとっ
て決定的であった場合には契約の無効原因になる（A. Bénabent, supra note 364, no 77, p.62.）。この人的
考慮の契約についての邦語論文として、上井長十「フランスにおける intuitus personae（人的要素の考
慮）について‐その意義と契約解消における機能について‐」法学研究論集（明治大学）第 17 巻 77 頁
（2002 年）がある。 
402 F. Terré et al., supra note 315, no 216, p.238 et s.. 野村豊弘「意思表示の錯誤（三）‐フランス法を参
考にした要件論‐」法学協会雑誌 93 巻 2 号 238 頁以下（1976 年）において、本質的性質に関する錯誤に
対する判例・学説の変遷が詳述されている。 
403 Ibid., no 215, p.238. 
404 Ibid., no 113, p.251. 
91 
 
第2節 2011 年・2012 年判決概要 




1,759,078 ユーロから 5,538,719 ユーロであったのに対して、251,000 ユーロに届かない総
売上高しか達成できなかった。）しか獲得できず、その結果、早期に裁判上の清算（liquidation 
judiciaire）に至った。そこで、ジーがザーの売上予測に関する情報の不正確性を主張して、
























（2） 2012 年判決概要 
【事実】 
                                                     





























以上が 2011 年判決および 2012 年判決であるが、2012 年判決に先立ち収益に関する錯誤
を認めた 2011 年判決は学説上驚きをもって迎えられた407。というのは、本判決で示された
収益に関する錯誤は本質に関する錯誤ではなく、価値に関する錯誤（erreur sur la valeur）
もしくは動機に関する錯誤（erreur sur les motifs）とされ、伝統的に、判例（たとえば破毀
院第 3 民事部 2005 年 3 月 31 日判決408：建築用地賃貸借（bail à construction）の事例）・学
                                                     
406 N. Dissaux, La rentabilité au cœur du contrat de franchise, D. 2012, p. 2081. 
407 D. Houtciff : Gaz. Pal. janv. 2012, p.285. 

























                                                     
409 V. par ex. F. Terré et al., supra note 315, no 218-1, p.244 ; Ph. Malaurie et al., Les obligations, lextenso, 
6e édition, 2013, no 505, p.246.  
410 J. Ghestin, La notion d'erreur en droit positif actuel, LGDJ, 1971, no 74, p.83. フランス法における価値
に関する錯誤についての邦語文献としては、野村・前掲註（402）251 頁、山下・前掲註（39）「情報の収
集と錯誤の利用‐契約締結過程における法律行為法の存在意義‐（二）」47 頁以下等がある。 
411 M. Fabre-Magnan, Droit des obligations 1-Contrat et engagement unilatéral, PUF, 4e édition, 2016, no 
356, p.386-387.  
412 以上の 2011 年判決の論点は、B. Petit, CONTRATS ET OBLIGATIONS. –Erreur, JCI, Fasc.3-3, 
2014, no 64 で挙げられていた本判決の論点を参考にした。 
413 グリマルディ以外には、D. Houtciff, supra note 407, p.284 が挙げられる程度だと思われる。 
414 B. Petit, supra note 412, no 64. 
415 ディソー以外でかかる見解に立つものと評価できる論者として、A. Riéra, Erreur sur la rentabilité de 
l’établissement franchise : la sanction inattendue des prévisionnels exagérément optimistes, RLDA janv. 
2012, no 67, p.36. 
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416 N. Dissaux, L’annulation d’un contrat de franchise pour erruer sur la rentabilité de l’activité entreprise, 
D. 2011, p.3054. 
417 N. Dissaux, supra note 406, p. 2082. 
418 Ibid., p. 2081. V. aussi, S. A.-Mekki et M. Mekki : D. 2013, pan. p.395. 
419 V. D. Mainguy, supra note 396, p.77. 
420 N. Dissaux, supra note 406, p. 2081. V. aussi, D. Mainguy, supra note 396, p.77. 
421 N. Dissaux, supra note 406, p. 2082-2083. 
422 ゲスタン以外でかかる見解に立つものと評価できる論者として、Y.-M. Serinet : JCP G, no 43, 2012, 
1151 ; Th. Genicon, Erreur sur la rentabilité économique : erreur indifférente sur la valeur ou erreur 
substantielle?, RDC 2012, p.64 ; Ph. Stoffel-Munck : Dr. & patrim. janv. 2013, no 221, p.77 et s. 






















③ 2011 年判決に対する批判 
先述したように 2011 年判決の結論に対して批判的見解は少数であるといえるが、グリマ
ルディは、収益という契約締結時には実現するか否かが不確実なことがらについて、不正確
                                                     
424 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 44. V. aussi, C. Grimald i et al., supra note 43, no 48, p.48. 
425 J. Ghestin, supra note 423, 135. 
426 Ibid. 











429 Cass. 1re civ., 13 déc. 1983, Bull. civ. 1983,Ⅰ, no 293 : D. 1984, p.340, note J.-L. Aubert. 


























メキ（Mekki）らは 2011 年判決・2012 年判決の射程はフランチャイズ契約にしか及ばな
いと解しているが、その理由はこうである。収益に関する錯誤による錯誤無効を否定した先






                                                     
431 C. Grimaldi, De l’erreur sur la rentabilité et des comptes prévisionnels, RDC, 2012, p.537. 
432 N. Dissaux, supra note 416, p.3054.  
433 Ibid. 
434 S. Amrani Mekki et M. Mekki : D. 2012, pan. p. 463 ; D. 2013, pan. p.395. 
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435 N. Dissaux, supra note 416, p.3054. 
436 ジェニコン以外に 2011 年判決の射程はフランチャイズ契約以外にも及ぶと解しているものと評価で
きる論者として、たとえば、D. Mainguy, supra note 396, p.75. 
437 契約のエコノミーについては、森田修「Pimont の『契約のエコノミー論』－契約規範の形態原理を
めぐる近時フランス法理論の一斑－（1）（2・完）」法学協会雑誌 127 巻 1 号 124 頁（2010 年）、同 127
巻 9 号 1361 頁（2010 年）、同「フランスにおける『契約のエコノミー』論の展開」法学協会雑誌 127 巻
10 号 1602 頁（2010 年）が詳しい。 
438 D. Mainguy, supra note 396, p.75. 
439 Th. Genicon, supra note 422, p.73. V. aussi, Ph. Stoffel-Munck : Dr. & patrim. janv. 2013, no 221, p.78. 
440 D. Mainguy, supra note 396, p.76. 
441 V. par ex. CA Paris, 26 janv. 2001, Juris-Data no 151449. V. aussi, CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 
233437. 
442 V. par ex. CA Paris, 17 déc. 2014, RG no 13/08615. 



























 モンペリエ控訴院では、2014 年 10 月 21 日に 2 件の判決が言い渡されており、1 件につ
いては収益に関する錯誤による契約の無効が認められ、もう 1 件では否定されている。 
まず収益に関する錯誤が認められた肯定例からみていこう。本件では、ザーが提示した総
                                                     
444 Th. Genicon, supra note 422, p.75. 
445 C. Grimaldi, supra note 431, p.538. ただし、2011 年判決の差戻し審であるパリ控訴院 2013 年 9 月 12
日判決は、ザーが提供した売上予測は杜撰であり非難されるべき楽観性を有していたとして、ザーの情報
提供義務違反を認定して契約の無効を宣言している（CA Paris, 12 sept. 2013, Juris-Data no 019547.） 
446 Ibid., p.538 ; R. Loir, supra note 249, p.1428. 
447 V. M. Malaurie-Vignal, Nullité du contrat de franchise pour erreur sur la rentabilité, Contrats, conc. 
consom., no 4., 2015, comm. 88 
448 Cass. com., 1er oct. 2013, Juris-Data no 021425. 


































収益に関する錯誤による無効を認めた 2011 年判決・2012 年判決についての学説におけ
                                                     
450 CA Montpellier, 21 oct. 2014, Juris-Data no 033753. 
451 CA Montpellier, 21 oct. 2014, Juris-Data no 033702. 
452 V. A. Bories, Erreur sur la rentabilité, JCP G, no 7, 2015, 198 ; M. Malaurie-Vignal, supra note 447, 88 ; 
H. B., L’erreur sur la rentabilité économique, RTD civ., 2014, p.109-110. 

































創出するのである。よって、L.330-3 条は一般的な合意の瑕疵理論（民法典 1116 条）に対
して独自の存在意義が認められる。ゆえに、L.330-3 条と併せて民法典 1116 条も援用する
                                                     
454 V. S. Amrani-Mekki et M. Mekki : D. 2013, pan. p.395. 
455 D. Mainguy, supra note 396, p.77. V. ausssi, J. Ghestin et al., supra note 337, no 1671, p.1365. 




































                                                     
457 V. D. Maiguy et J.-L. Respaud, supra note 304, no 11. 
458 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 163, p.114. 
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第 3 部で紹介した 2011 年判決を中心に考察する。本判決は、ザーが誤った売上予測に関す
る情報を提供した場合に、収益に関する錯誤（erreur sur la rentabilité）が本質的性質に関す
る錯誤を構成するとした。ところが、次章で述べるが、フランス法では本質的性質に関する










































第 1 節 はじめに 
フランス法において錯誤とは、端的に、真実とは異なることを本当のことと信じたり、反
                                                     
461 錯誤無効が主張されたものの否定されたものとして、一例として、金沢地判平 15・4・28 判時 1931
号 58 頁、那覇地判平 17・3・24 判タ 1195 号 143 頁[ホットスパー事件]、東京地判平 25・2・18 









誤（erreur obstacle）464、合意の瑕疵となる錯誤（erreur vice de consentement）、および合
意に影響を与えない錯誤（erreur indifférent）である465。錯誤について規定するフランス民
法典 1110 条は、これら錯誤のうち、合意の瑕疵となる錯誤についてのみ定めるものである。 
 
第 2 節 本質に関する錯誤‐合意の瑕疵となる錯誤 











                                                     
462 J. Flour, et al., supra note 310, no 193, p. 176 ; Ph. Malaurie et al., supra note 409, no 497, p.241. V. 
aussi, J. Ghestin et al., supra note 337, no 1108, p.876. 
463 Ph. Malaurie et al., supra note 409, no 497, p.241. 











法大系（1）』（信山社、2014 年）641 頁以下を参照。 
466 F. Terré et al., supra note 315, no 213, p.236-237. 



























                                                     
下、山岡真治「錯誤論の再検討‐フランス法を手がかりにして‐」神戸法学雑誌第 51 巻第 3 号 47 頁以下
（2001 年）、山下・前掲註（39）「情報の収集と錯誤の利用（2）‐契約締結過程における法律行為法の存
在意義‐」2 頁以下等において詳しい説明がなされている。 
469 J. Flour, et al., supra note 310, no 197, p. 181.  
470 H., L. et J. Mazeaud et F. Chabas, Leçons de droit civil TomeⅡ/ Premier volume Obligations théorie 
générale, Montchrestien, 1998, 9e édition, no 163, p.162. 
471 M. Fabre-Magnan, Droit des obligations 1- Contrat et engagement unilateral, PUF, 2012, 3e édition, 
p.329. したがって、主観説に立てば、錯誤無効が認められる範囲の制限は実際のところ不可能となるとい
える（J. Flour, et al., supra note 310, no 197, p. 182.） 
472 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.338. 
473 F. Terré et al., supra note 315, no 223, p.251. なお、錯誤の宥恕性については、新フランス民法典
























                                                     
474 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.338. これは、警戒をしない者を法官は保護しない（de non 
vigilantibus non curat paetor）ということである。 
475 F. Terré et al., supra note 315, no 223, p.251. 
476 Ibid. 






範の法学的構造』（商事法務、2016 年）368 頁以下を参照。 
479 F. Terré et al., supra note 315, no 217, p.240. 
480 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.339 ; B. Fages, Droit des obligations, LGDJ, 6e édition, 2016, 
no108, p.110. 
481 F. Terré et al., supra note 315, no 217, p.241. 




れる483。この点については第 4 章で詳しく検討したい。 
  























                                                     
483 Ibid. 
484 J. Flour, et al., supra note 310, no 203, p. 189 ; J. Ghestin et al., supra note 337, no 1168, p.945 ; Ph. 
Malaurie et al., supra note 409, no 505, p.246. 
485 J. Flour, et al., supra note 310, no 203, p. 189 et 190. 
486 J. Ghestin, supra note 410, no 74, p.83.  
487 M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.334. 
488 J. Flour, et al., supra note 310, no 203, p. 189. 
489 R. Cabrillac, supra note 473, no61, p.68. 






























                                                     
491 J. Flour, et al., supra note 310, no 203, p. 189.  
492 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1168, p.945 et s.. 
493 CA Versailles, 7 janv. 1987, JCP G. 1988,Ⅱ, 21121, note J. Ghestin. 
494 新民法典 1136 条 
「価値に関する錯誤とは、契約者が給付について誤った経済的評価を行ったに過ぎないというものであ
り、その給付の不可欠な質にかかわるものでなければ無効原因ではない。」 
495 sous la direction de Thibault Douville, La réforme du Droit des contrats Commentaire article par article 
de l’ordonnance du 10 février 2016 portant réforme du droit des contrats, du régime général et de la preuve 
des obligations, Lextenso, 2016, p.89. 
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 そうした一例として、たとえば、ジーの錯誤無効の主張が認められたパリ控訴院 2006 年









                                                     
496 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 105.  
497 C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.126. 

































                                                     
499 CA Paris, 23 juin 2006, Juris-Data no 312403. 
500 F.-L. Simon, supra note 49, no 164, p.115. 
501 Ibid. 
502 CA Paris, 14 nov. 1997, Juris-Data no 024744. 
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判決もある。すなわち、破毀院商事部 2013 年 12 月 10 日判決では、破毀院は、資産管理の






2014 年 11 月 5 日判決を挙げることができる。本件では、ジーが情報の提供を受けてから











                                                     
503 CA Paris, 16 nov. 2006, Juris-Data no 322715. 
504 CA Basse-Terre, 20 oct. 2003, Juris-Data no 247239. 
505 Cass. com., 10 déc. 2013, pourvoi no 12-23115. 
506 かかる点が考慮されるのは、L330-3 条 4 項において、ザーは契約締結の最低 20 日前までに同条が定
める情報を記載した文書をジーに提供しなければならないとされているためである。 
507 CA Paris, 5 nov. 2014, pourvoi no 12/13457.  
508 V. par ex. CA Paris, 4 déc. 2003, Juris-Data no 233437. 本件では、ザーの情報提供義務を定める
L.330-3 条および 1991 年 4 月 4 日のデクレは「予想損益計算書（compte d’exploitation prévisionnel）、よ
り一般的には、フランチャイズによる店舗経営から期待され得る総売上高の結果予測を作成し、これをジ
ー候補者に引き渡すことを、ザーに義務付けていない」と明確に述べている。V. aussi, R. Loir, supra note 
139, p.102 et s.. ただし、ザーが任意で売上予測に関する情報を提供した場合には、L.330-3 条がザーに対
して誠実な情報（information sincère）を提供すべきとしていることから、かかる予測は厳格なものでな





























                                                     
509 F.-L. Simon, supra note 49, no 164, p.115 
510 CA Agen, 23 oct. 1989, Juris-Data no 046163. 
511 CA Aix-en-Provence, 30 nov. 1995, Juris-Data no 050808. 
512 Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 106. 
513 V. par ex., CA Paris, 14 janv. 2015, Juris-Data no 000340 ; CA Paris, 1er, avr. 2015, Juris-Data no 
007549 ; CA Paris, 3 déc. 1999, Juris-Data no 117889. 
514 V. Ph. le Tourneau et M. Zoïa, supra note 57, no 94. 具体的には、L.330-3 条 1 項 1 号から 4 号で規定
される情報（とりわけ、4 号が規定するザーの事業経験に関する情報）が該当するといえよう。 
515 F.-L. Simon, supra note 49, no 165, p.116. 













本質的性質に関する錯誤としたのが 2011 年判決である。かかる点に 2011 年判決の意義の






第3章 2005 年判決の検討 
第 1 節 はじめに 








本質的性質に関する錯誤にはならないと判示されている520。しかし、2011 年判決は 1110 条
に基づき収益に関する錯誤を本質的性質に関する錯誤であると判示した点で、先述した伝
                                                     
517 V. C. Grimaldi et al., supra note 43, no 154, p.125-126. 
518 V. F.-L. Simon, supra note 49, no 162, p.111. 
519 V. par ex. F. Terré et al., supra note 315, no 218-1, p.244 ; J. Flour, et al., supra note 310, no 203-1, p. 
191.  ゲスタンは、2011 年判決の検討の中で、2005 年判決を収益に関する錯誤についての原理的判決
（arrêt de principe）であると述べている（J. Ghestin, supra note 423, 135.）。 









第 2 節 2005 年判決の概要および検討 
第 1 款 2005 年判決の概要 
【事実】 
 本件では、賃貸人である Y（不動産配給会社：société civile d’attribution）と賃借人であ
る X（不動産民事会社：société civile immobilière）との間で、25 年の期間で建築用地賃貸
借契約が締結された。本契約に基づき X は Y から賃借した土地上に 18 戸の居住用建物を
建設した。しかし、X は本契約を締結することで得られると期待した利益を得られなかった










第 2 款 学説の反応 






                                                     
521 Th. Genicon, supra note 422, p.64. 
522 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1178, p.954 ; Y. M. Serinet : JCP 2005,Ⅰ, 194, p.2309. 































                                                     
524 V. J. Ghestin et al., supra note 337, no 1168 et s., p.945 et s. ; M. Fabre-Magnan, supra note 471, p.335. 
525 Y. M. Serinet, supra note 522, p.2309. もっとも、スリネは、取引における最低限の収益を保証する旨
の条項が存在する場合であれば、収益に関する錯誤は本質的性質に関する錯誤を構成すると述べる。 
526 C. Boulogne-Yang-Ting : D. 2006. p.2084. 
動機に関する錯誤であっても、それが「契約の領域」に取り込まれれば本質的性質に関する錯誤になり






















判決の整理から抽出された上記の視点から 2011 年判決を読み解いていく。 
 
第4章 2011 年判決および 2012 年判決の検討 
第 1 節 はじめに‐2011 年判決および 2012 年判決の紹介 
 本章では、前章で取り上げた 2005 年判決に対する評釈において示された手がかりをもと
に、2011 年判決のフランス錯誤論における位置づけを明らかにする。ここで、前稿ですで
に取り上げたが、今一度、2011 年判決を簡単に紹介しておきたい。併せて、2011 年判決の
見解を踏襲する判決とされる528、破毀院商事部 2012 年 6 月 12 日判決529（以下、2012 年判
決とする。）についても、判決要旨を紹介しておく。 
 本章における叙述の順序は次のとおりである。まず 2011 年判決および 2012 年判決のあ
らましを紹介する（第 1 節）。そして、両判決の確認を踏まえて、2005 年判決に対する学説
の理解で示された手がかりをもとに両判決の考察を行う（第 2 節～第 4 節）。さらに、収益
に関する錯誤のフランス錯誤論における位置づけに関して、近時の債務法改正における収
益に関する錯誤の扱いを確認するのと併せて、2011 年判決以降の判例の動向も取り上げる
（第 5 節）。最後に、以上の考察を中心に小括を行う（第 6 節）。 
 
第 1 款 2011 年判決 
                                                     
527 Ph. Stoffel-Munck : Dr et patr. oct. 2005. p.94.  
528 D. Mainguy, supra note 396, p.74. 












































ても、ジーの合意が企業活動における収益に関する本質的錯誤（erreur substantielle sur la 
rentabilité de l’activité entreprise）によって決定されたものであったということを示してい
なかったか否かを検討していない。」以上のように述べ、破毀院は原審を破毀した。（下線部
筆者）。なお、本判決には差戻し審判決が存在するので、これについては後述する（第 5 節
第 1 款（6））。 
 











第 2 節 収益の獲得が契約の本質的性質を構成する理由 








そうした点は、2005 年判決との関係で 2011 年・2012 年判決をどのように捉えるのか、
そして、その上で 2011 年・2012 年判決を錯誤論の中でどのように位置づけていくべきか
                                                     
530 本章では 2011 年判決の考察を中心に行うため、2012 年判決については判決要旨の紹介に留める。
2012 年判決の事実の概要については、第 3 部第 3 章を参照願いたい。 
531 2012 年判決で単に「合意の瑕疵」という表現が用いられているのは、合意の瑕疵という表現を用いた










である。また、併せて、後述の第 5 節第 2 款（2）で述べるように、合意に影響を与えない
錯誤であっても詐欺によって惹起された場合には常に宥恕され得ると解されているので、
収益に関する錯誤が詐欺によって惹起された場合はどうかという点からも考察をくわえる。 





















                                                     
532 J. Ghestin, supra note 423, 135. 
533 ゲスタンによれば、目的物の適格性に関して錯誤が存在する場合とは、その給付が当事者の意図した
目的（fin）を実現するのに適切なものではなかったという場合である（J. Ghestin, supra note 410, no 50, 
p.49 et s..）。 































ここで協働契約について端的に定義しておくと、契約者当事者 A が、契約相手方 B に対し
                                                     
535 Ibid. 
536 Th. Genicon, supra note 422, p.71. 
537 J. Ghestin, supra note 423, 135. 
538 N. Dissaux, supra note 416, p.3054. 
539 Ibid. 
540 Ibid., p.3054-3055.  
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て、双方の利益（intérêt partage）において B が利用することになる手段を給付し、反対に、
B は A に対してこれを利用したことに対する報酬の支払いなどの反対給付を行う契約であ








い収益は契約の目的の枠外（extérieur à l’objet du contrat）に存するのではなく、コーズの












                                                     




する部分もあるがそうでない部分もある（couvergents mais différents）（Ibid., no 78, p.104-105.）。協働契
約に関しては、小林和子「裁判官と契約の消滅 2013 年 10 月 23 日債務法改正草案に関する一考察 ムス
タファ・メキ（パリ第 13 大学教授、IRDA 所長）」筑波ロー・ジャーナル 18 号 55 頁（2015 年）も併せ
て参照。 
542 S. Lequette, Le contrat-coopération Contribution à la théorie générale du contrat, Economica, 2012, no 
183 et s., p.131 et s.. 
543 F. Terré et al., supra note 315, no 218-1, p.245. 
544 S. Lequette, supra note 542, no 376, p.292. 































                                                     
546 Ph. le Tourneau, supra note 52, no 44. V. aussi, C. Grimald i et al., supra note 43, no 44. V. aussi, D. et 
N. Ferrier, Droit de la distribution, Lexis Nexis, 7e édition, 2014, no 718, p.397. 
547 D. Mainguy, supra note 396, p.75. 
548 Th. Genicon, supra note 422, p.67. 
549 V. S. Amrani-Mekki et M. Mekki, supra note 454, p.395. 
550 N. Dissaux, L’obligation d’information mise à la charge du franchiseur, RDC juill. 2012, p.1081.  
551 N. Dissaux, supra note 416, p.3054 ; Th. Genicon, supra note 422, p.72. 
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そが 2005 年判決である552。 
以上に対して、フランチャイズ契約は収益の獲得を目的とした“金銭を生み出す契約”であ
るため、収益が「契約の領域」に取り込まれることになり、ゆえに動機であるはずの収益が
















                                                     
552 Th. Genicon, supra note 422, p.67-68. 
553 Ibid., p.68. 
554 M. Fabre-Magnan, supra note 411, no 343, p.371 ; V. aussi, N. Dissaux, supra note 416, p.3054. 































                                                     
556 N. Dissaux, supra note 406, p.2081. 
557 Ibid. 
558 D. Mainguy, supra note 396, p.77. 
559 Ibid. 
560 Ibid. 
































第 3 節 ザーの情報提供義務違反との関係 
                                                     
562 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1180, p.958. 
563 N. Dissaux, supra note 416, p.3055. V. aussi, N. Dissaux, Pauvre « loi Doubin »..., JCP E., no 16-17, avr. 
2016, 1235, no 15.  
564 J. Ghestin et al., supra note 337, no 1180, p.958. V. aussi, R. Loir, supra note 249. p.1428. 



























第 4 節 2011 年判決の射程 
 ここまでの検討から、フランチャイズ契約では収益の獲得が「契約の領域」に入るので、
ザーの情報提供義務違反の有無とは関係なく本質的性質に関する錯誤による無効が認めら
                                                     
566 D. Mainguy, supra note 396, p.76. 
567 J. Flour, et al., supra note 310, no 203-1, p. 191. 
568 N. Dissaux, supra note 416, p.3053. V. aussi, R. Loir, supra note 139, p.113.  
569 D. Mainguy, supra note 396, p.76. 
570 V. R. Loir, supra note 249, p.1428.V. aussi, Th. Genicon, supra note 422, p.75. 
571 N. Dissaux, supra note 416, p.3053. 
572 M. Oudin, La rentabilité, une notion juridique en construction, in Hommage en l'honneur de Grégoire 































                                                     
573 B. Petit, supra note 412, no 64. 
574 S. Amrani Mekki et M. Mekki, supra note 454, p.395. 
575 S. Amrani Mekki et M. Mekki, supra note 434 p. 462-463.リエラ（Riéra）もまた、2011 年判決を支持
しつつも、本判決がブルタン・シヴィルに搭載されていないことから、本判決を先例的価値を有する原理
的判決（arrêt de principe）とみることは危険であると述べる（A. Riéra, supra note 415, p.38.）。 
576 N. Dissaux, supra note 416, p.3054 ; N. Dissaux, supra note 550, p.1081. 
















第 5 節 近時の動向‐2011 年判決以降の判例および改正債務法との関係 
第1款 以降の判例の動向 

















                                                     
578 Ibid., p.66-67. 
579 M. Oudin, supra note 572, p. 180. 
































（3）破毀院商事部 2013 年 10 月 1 日判決583（④判決） 
 本件はスポーツ用品販売に関するフランチャイズ契約の事案である。本フランチャイズ
契約に際して、ザーから売上予測に関する情報が提供されたものの、ジーは資金繰りが悪化
                                                     
581 CA Montpellier, 21 oct. 2014, Juris-Data no 033753. 
582 CA Montpellier, 21 oct. 2014, Juris-Data no 033702. 














（4）破毀院商事部 2013 年 12 月 10 日判決584（⑤判決） 





















                                                     
584 Cass. com., 10 déc. 2013, Juris-.Data no 028587. 







（6）破毀院商事部 2015 年 3 月 17 日判決586（⑦判決） 


























                                                     
586 Cass. com., 17 mars 2015, pourvoi no13-24853. 
587 CA Paris, 12 sept. 2013, Juris-Data no 019547. 






















このように、⑦判決は 2011 年判決とアプローチが異なるという点において注目される591。 
 
第2款 新債務法との関係 
（1）2011 年判決と新債務法 1135 条 
2011 年判決によって、一定の場合には収益に関する錯誤に基づき契約の無効が認められ
る場合があるという破毀院の立場が示された。しかし、ここで 1 つ懸念が生じる。債務法改





                                                     
589 J.-B. GOUACHE, Chronique de jurisprudence de droit de la franchise, Contrats, conc. consom, no 11. 
nov. 2015, étude 15. 一般的に、予測と実際の収益との乖離が 40％～50％程度の場合には、ザーの提供し
た予測は誠実なものではないとされる傾向にあるといえる（F.-L. Simon, supra note 49, no 185, p.129.）。 
590 N. Dissaux, supra note 563, no 15. 











がって、新債務法によって 2011 年判決で示された理解が揺らぐことはないという592。 
 シャントゥピィ（Chantepie）とラティナ（Latina）の解説書においても、前記のディソ















                                                     
592 N. Dissaux et Ch. Jamin, Projet de réforme du droit des contrats, du régime général et de la preuve des 
obligations Rendu public le 25 février 2015, Dalloz, 2015, p.36-37. 
593 G. Chantepie et M. Latina, La réforme du droit des obligations Commentaire théorique et pratique 
dans l’ordre du Code civil, Dalloz, 2016, no 320, p.261-262. なお、彼らによれば、フランチャイズ契約以
外（とりわけ協働契約（contrat-coopération））においても収益に関する錯誤が本質的性質に関する錯誤と
なるとされることは考えにくいという 
594 J. Flour, et al., supra note 310, no 203-1, p. 191. 詐欺によって惹起された錯誤は常に宥恕され得るとい
う準則は、破毀院第 3 民事部 2001 年 2 月 21 日判決（Cass. civ. 3e , 21, févr. 2001, pourvoi no 98-20817, 





































                                                     
595 sous la direction de Thibault Douville, supra note 495, p.91. 



































                                                     












の橋頭保として、2011 年判決および 2012 年判決で示された収益に関する錯誤につき若干
の考察を行いたい。 
 













また、ルケットの協働契約説によれば、かかる契約は A の給付を利用して B が利益を上
げ、それによって A もまた利益を上げることを目的とする契約であるので、B の獲得する
収益が A・B 共通の目的となる。したがって、A の行った給付に関して錯誤に陥っている場
合（つまり、実際には収益の獲得が可能な給付ではなかった場合）、B の合意に瑕疵が生じ












































                                                     
599 N. Dissaux, supra note 406, p. 2083. 

















めに制定されたのが旧 1989 年 12 月 31 日の法律（通称ドゥバン法、現 L.330-3 条）であっ
た601。そして、この L.330-3 条を承けて、ジーが契約内容をよく知った上で（en connaissance 
de cause）契約を結べるように具体的にザーが提供すべき情報を列挙するのが、旧 1991 年
4 月 4 日のデクレ（現 R.330-3 条）である。そこにおける情報を大別すると以下のようにな
る。 














                                                     
601 V. M. Malaurie-Vignal, supra note 134, no 259, p.78 ; M. Behar-Touchais et G. Virassamy, supra note 
68, no 29 et s., p.15 et s.. 
139 
 


































                                                     









































































                                                     







































                                                     




























4 部第 4 章第 5 節第 2 款（4）で取り上げた破毀院判決）。 
 


































2011 判決および 2012 年判決において示された結論は、その後の判例を見る限り概ね承
継されていると評価できるが、ここで留意すべき判例の変遷がある。すなわち、2011 年判






                                                     
606 V. R. Loir, supra note 249, p.1428. 
607 D. Mainguy, supra note 396, p.76. 
608 S. Regnault, L’étude prévisionnelle fantasiste fournie par le franchiseur vicie le consentement du 




































ニエンス・フランチャイズ・システムをめぐる法律問題に関する研究会報告書（1）」NBL948 号 9 頁）。
なお、裁判例においては、ザーは売上予測に関する情報を提供する義務を負わないと解するものが趨勢と

























                                                     
610 淵邊善彦・戸澤晃広・田中健太郎『シチュエーション別 フランチャイズ契約のトラブル防止・対応
策』（Lexis Nexis、2016 年）10 頁。ザーの情報提供義務違反による損害賠償の額については、三島徹也
「批判」私法判例リマークス 35 号（2007・下）54 頁をも参照。 
611 たとえば、千葉地判平 19・8・30 判タ 1283 号 141 頁[オクトパス事件]ではジーの属性を考慮して
70％の過失相殺がなされている。ほかにも、大津地判平 21・2・5 判時 2071 号 76 頁[シャトレーゼ事件]
においては 50％の過失相殺がなされている。近時の裁判例においても、ザーの情報提供義務違反を認め
つつも、ジーの事業経験等を考慮して 35％の過失相殺を行ったものがある（横浜地判平 27・1・13 判時




的不法行為における過失相殺」ジュリ 1094 号 147 頁。 
613 相澤・前掲註（22）37 頁。 



































                                                     
615 F.-L. Simon, suora note 49, no 221, p.158. 
616 山嵜進「批判」ジュリ 1004 号 86 頁。 




























                                                     
619 有馬・前掲註（11）366 頁。 
620 横山・前掲註（39）129 頁。情報提供義務の発生根拠の 1 つには当事者間における情報収集能力の格
差を挙げることができる。したがって、これについて対等な者同士の間では情報提供義務は生じないこと
になる（大阪地判平 4・9・17 判タ 832 号 146 頁参照）。 
621 たとえば、近藤充代「市場・消費者・法」法の科学 28 号 25 頁以下において、近藤教授はフランチャ
イズ・システム・サービスという商品を購入する消費者としてジーを捉えている。 















































































素である。この要素が考慮されるのは、フランスでは L.330-3 条 4 項が情報の提供は契約
                                                     































                                                     
629 この点、日本フランチャイズチェーン協会（JFA）が定める JFA 開示自主基準には、契約の締結はザ
ーによる説明が終わってから 7 日間の熟慮期間を置いてから行うようにとあるが、この自主基準は JFA に
加盟するザーにのみ適用されるものであるので、実効性の面で疑問がある。また、7 日間という期間は、
多額の初期投資を伴うフランチャイズ契約の特性を考えると、熟慮期間として十分な期間が確保されてい
るとは言い難い面がある。さらに、JFA は正会員と準会員を合算しても 110 社に満たず、業界全体からす
れば組織率は 9％に達していないという（中村昌典「日本のフランチャイズの現状と課題」自由と正義 65
巻 3 号 46 頁）。したがって、いくら JFA 開示自主基準で 7 日間の熟慮期間を設けていても、実効性ある
規制を実現できているとは言えないであろう。 
630 ただし、これまでも、金井高志弁護士は、上記の JFA 開示自主基準の熟考期間について指摘されてい
る（金井高志「フランチャイズの紛争例と業界団体の取組」自由と正義 65 巻 3 号 51 頁）。また、北野弘
久「『フランチャイズ規制法要綱』の発表」法律時報 82 巻 3 号 83 頁では、契約締結の日の 1 か月までに
情報を記載した書面の交付を義務付けたフランチャイズ規制法要綱が発表されている。 
































                                                     
632 大阪地判平 22・5・12 判時 2090 号 50 頁。 
633 かかる点につき、小塚・前掲註（46）「フランチャイズ契約論（4）」114 頁をも参照。 
634 V. G. Virassamy, supra note 87, no 26 ; J.-P. Clement, supra note 88, p.291. 
635 川越・前掲註（41）40 頁、山口純夫「フランチャイズ契約」法律時報 62 巻 2 号 32 頁。 










































































                                                     
638 かかる点につき、とりわけジェニコンの議論を参照（Th. Genicon, supra note 422, p.67-68.）。 
639 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編『フランチャイズ事件処理の手引』（民事法研究会、2012
年）101‐102 頁。 
640 千葉地判平 13・7・5 判時 1778 号 98 頁。 























                                                     
642 本文で述べた私見に対して極めて有益な示唆を与え得る先行研究として、たとえば、森田・前掲註











643 たとえば、製菓業のフランチャイズであるシャトレーゼの場合、開業費用として総額 3800～4800 万
円の費用を要する（シャトレーゼ HP〔https://www.chateraise.co.jp/franchise/about〕参照。2017 年 11
月 24 日最終閲覧）。 
644 かかる点についての指摘につき、高田・前掲註（29）400 頁以下、馬場圭太「フランチャイズ契約の
特性と契約終了の判断構造」浦川道太郎先生、内田勝一先生、鎌田薫先生古稀記念論文集編集委員会編

























































                                                     
647 V. D. Mainguy : JCP éd. E, no15 2013, p.1200. 
648 伊藤進「錯誤論」椿寿夫・伊藤進『山本進一教授還暦記念 法律行為論の現代的課題』（第一法規、
1988 年）55 頁。 









行為）判例百選（第 3 版）別冊ジュリ 129 号 217 頁、本間重紀「コンビニの光と影―コンビニ契約の本
質―」歴史地理教育 1999 年 2 月号 29 頁、半田・前掲註（11）9 頁、近藤・前掲註（621）25 頁以下。 
650 売上予測に関する情報とジーの店舗経営との関係性について論じるものとして、木村義和「フランチ
ャイズ契約締結準備段階におけるフランチャイザーによる売り上げ収益予測情報とフランチャイジーによ
る店舗経営」法経論集（愛知大学）170 号 59 頁以下（2006 年）がある。 











































































                                                     






減ってきているとの指摘がある（M. Kahn, supra note 50, p.39.）。また、実際に、売上予測の作成はジー
の義務としてザーが提供しなかった事例もみられる（Cass. com., 5 janv. 2016, pourvoi no 14-15710, no 14-
15702, no 14-15.705）。 

































                                                     
657 かかる点につき、北野・前掲註（630）82 頁では、フランチャイズ規制法要綱の中でザーが提供すべ
き情報として、フランチャイズ事業者の直近の 3 事業年度の貸借対照表および損益計算書またはこれらに
代わる書類、直近の 3 事業年度における加盟者の店舗の数の推移に関する事項を規定している。 
658 千野直邦『営業秘密保護法』（中央経済社、2007 年）132 頁。 















































































































                                                     
661 かかる点に関するフランス法研究としては、山城・前掲註（39）が極めて参考になる先行研究として
存在する。また、保険契約を素材とするものではあるが、大塚哲也「情報提供義務違反に対する救済とし
ての相手方の信頼の実現」法学政治学論究（慶應義塾大学）第 94 号 65 頁（2012 年）も参照。 
662 F.-L. Simon, supra note 49, no 221, p.158. 
164 
 
処理という方法はジーの保護・救済として果たして適切なのか問われねばなるまい。 
そこで、このような過失相殺がなされない契約の無効による処理という方法が錯誤論を採
用する実益であると考えているので、今後は契約無効による原状回復義務の具体的内容に
関してもフランス法を素材に考察を進めていくつもりである。 
 
